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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等（存続会社） 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 ３. 株価収益率については、当社株式が非上場であるため、記載しておりません。 

 ４. 自己資本利益率は、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

 ５．臨時雇用者数は、従業員数の100分10未満のため記載しておりません。 

 ６. 当社は有価証券報告書の提出義務を有する株式会社クリエイティブを平成17年８月１日に吸収合併したこと

により、有価証券報告書の提出義務を継承したため、平成17年12月期連結会計年度より有価証券報告書を作

成しております。 

 ７．第35期の連結財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づくあずさ監査法人の監査を受けてお

ります。 

  

回次 第35期  

決算年月 平成17年12月  

売上高（千円） 30,808,535 

経常利益（千円） 148,433 

当期純損失（千円） 301,989 

純資産額（千円） 1,463,578 

総資産額（千円） 11,928,426 

１株当たり純資産額（円） 7,112.89 

１株当たり当期純損失（円） 1,714.94 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
― 

自己資本比率（％） 12.3 

自己資本利益率（％） ― 

株価収益率（倍） ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
62,016 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△83,366 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△440,341 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
2,147,899 

従業員数 

 (外、平均臨時雇用者数)（人） 

2,021 

(―) 



 (2)提出会社の経営指標等（存続会社） 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

 ２. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。 

 ３. 株価収益率については、当社株式が非上場であるため、記載しておりません。 

 ４. 自己資本利益率、配当性向は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

 ５．臨時雇用者数は、従業員数の100分10未満のため記載しておりません。 

 ６. 当社は有価証券報告書の提出義務を有する株式会社クリエイティブを平成17年８月１日に吸収合併したこと

により、有価証券報告書の提出義務を継承したため、平成17年12月期事業年度より有価証券報告書を作成し

ております。 

 ７．第35期の財務諸表については、証券取引法第193条の2の規定に基づくあずさ監査法人の監査を受けておりま

す。 

回次 第35期 

決算年月 平成17年12月 

売上高（千円） 18,202,483 

経常損失（千円） 84,565 

当期純損失（千円） 302,623 

資本金（千円） 140,200 

発行済株式総数（株） 200,000 

純資産額（千円） 1,656,702 

総資産額（千円） 10,092,988 

１株当たり純資産額（円） 8,083.51 

１株当たり配当額 

 (うち１株当たり中間配当額)(円)

50 

(―) 

１株当たり当期純損失（円） 1,713.11 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
― 

自己資本比率（％） 16.4 

自己資本利益率（％） ― 

株価収益率（倍） ― 

配当性向（％） ― 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)（人） 

1,496 

(―) 



（3）連結経営指標等（消滅会社）  

 平成17年８月１日の合併により消滅した株式会社クリエイティブの連結経営指標等は以下のとおりであります。

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第18期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」 (企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」 (企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

 ４．第20期の株価収益率については、平成17年３月18日付で上場廃止となっているため、記載しておりません。

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 

売上高（千円） 11,459,051 12,085,788 13,366,314 12,400,379 11,795,485 

経常利益（千円） 289,769 236,532 224,219 250,506 194,520 

当期純利益（千円） 144,706 109,006 86,644 122,051 79,077 

純資産額（千円） 2,666,950 2,687,230 2,716,869 2,612,144 2,622,636 

総資産額（千円） 4,566,536 5,225,673 4,641,463 4,496,440 4,208,111 

１株当たり純資産額（円） 467.89 471.44 474.19 456.17 458.09 

１株当たり当期純利益（円） 25.39 19.12 12.74 19.31 11.77 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 58.4 51.4 58.5 58.1 62.3 

自己資本利益率（％） 5.5 4.1 3.2 4.6 3.0 

株価収益率（倍） 13.19 16.47 22.53 18.85 ― 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
137,339 192,319 261,812 301,809 △35,186 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△82,977 192,153 △16,790 △39,187 13,397 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△79,092 △24,192 △416,115 △273,095 △126,831 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
878,119 1,229,738 1,058,645 1,048,172 899,552 

従業員数（人） 1,032 990 839 826 803 



(4）提出会社の経営指標等（消滅会社） 

 平成17年８月１日の合併により消滅した株式会社クリエイティブの単独経営指標等は以下のとおりであります。

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．第18期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額の算定にあたっては、「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」 (企業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」 (企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

４．第20期の株価収益率については、平成17年３月18日付で上場廃止となっているため、記載しておりません。

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期 

決算年月 平成13年３月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売上高（千円） 9,274,415 10,106,155 10,114,457 10,471,091 9,965,543 

経常利益（千円） 264,210 217,390 194,798 206,954 200,234 

当期純利益（千円） 135,948 105,775 77,552 110,872 95,733 

資本金（千円） 677,300 677,300 677,300 677,300 677,300 

発行済株式総数（株） 5,700,000 5,700,000 5,700,000 5,700,000 5,700,000 

純資産額（千円） 2,515,660 2,544,162 2,564,708 2,459,436 2,486,584 

総資産額（千円） 3,705,991 3,851,941 3,751,247 3,900,501 3,753,129 

１株当たり純資産額（円） 441.34 446.34 447.49 429.37 434.21 

１株当たり配当額 

 (うち１株当たり中間配当額)(円)

10.00 

 (―) 

10.00 

 (―) 

10.00 

 (―) 

10.00 

 (―) 

― 

 (―) 

１株当たり当期純利益（円） 23.85 18.56 11.15 17.35 14.69 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益（円） 
― ― ― ― ― 

自己資本比率（％） 67.9 66.1 68.4 63.1 66.2 

自己資本利益率（％） 5.5 4.2 3.0 4.4 3.9 

株価収益率（倍） 14.05 16.97 25.74 20.98 ― 

配当性向（％） 41.93 53.89 73.50 57.64 ― 

従業員数（人） 415 415 325 296 295 



２【沿革】 

 当社は、平成16年12月に大阪証券取引所第二部に上場されていた株式会社クリエイティブを買収、平成17年8月に

別の子会社の株式会社エキスパート・トレードと共に3社で合併をしております。このため、当社、株式会社クリエ

イティブ、及び株式会社エキスパート・トレードの沿革を記載しております。 

 また、これまでの主な買収・合併の経緯の概略図を下に掲載してあります。 

  

年月 ニスコム株式会社 事項 

 昭和47年２月 データエントリー事業を行うニスコンサービス株式会社を東京都大田区蒲田に設立 

 昭和61年７月  労働省に「特定労働者派遣事業」の届出をし、派遣事業を開始  

 昭和63年５月 渋谷区渋谷三丁目6番6号に本社を移転 

 昭和63年９月  労働省に「一般労働者派遣事業」の届出をし、一般派遣事業を開始  

 平成６年11月  英国の人材派遣会社セレクトアポイントメンツ（ホールディングス）LTD．の資本参加（49％）を

受け、グループ会社となる 

 平成８年４月  渋谷区渋谷一丁目15番21号に本社を移転。英国セレクト社の子会社になる（51％） 

 平成11年11月  オランダのヴェディオール社によるセレクト社買収により、ヴェディオール社グループ入りする 

 平成12年３月  兼松株式会社より、人材派遣子会社株式会社兼松パーソネル・サービスの株式を取得し、100％子

会社とする 

 平成13年７月  商号をニスコム株式会社に変更 

 平成13年７月  三井生命保険相互会社（現三井生命保険株式会社）の関連会社である株式会社エマーズの株式の

62.1％を取得し子会社とする 

 平成13年７月 長瀬産業株式会社の人材派遣子会社キャリアマックスの営業の全部を子会社株式会社兼松パーソ

ネル・サービスを受け皿として譲り受け、株式会社キャリアマックス・ケーピーエスとして統合 

 平成13年９月 株式会社キャリアマックス・ケーピーエスを受け皿として、ニチメン株式会社（現双日株式会

社）の子会社ニチメンサービス株式会社の人材派遣部門と人材紹介部門の営業を譲り受ける  

 平成13年10月  株式会社キャリアマックス・ケーピーエスを株式会社エキスパート・トレードに名称変更 

 平成14年６月 人材紹介会社である株式会社ヘッズジャパンに資本参加（49％）  

 平成14年10月 財団法人日本情報処理開発協会よりプライバシーマークの認定取得  

平成15年９月  システム開発受託業務において財団法人品質保証機構よりISO9001の認定取得 

 平成16年３月 株式会社ヘッズジャパンの残り51％を取得し、100％子会社とする 

 平成16年10月 MBOによりヴェディオール社より独立  

 平成16年12月  TOBにより大阪証券取引所市場第二部上場の株式会社クリエイティブを買収 

 平成17年１月 渋谷本社において財団法人品質保証機構よりISMS、BS7799の認証取得  

 平成17年８月 ニスコム株式会社、株式会社エキスパート・トレード、株式会社クリエイティブの3社が合併 

年月 株式会社クリエイティブ 事項 

 昭和60年12月  事務処理・経理処理等の業務受託事業、教育研修事業、施設の管理・運営等を目的として、株式

会社クリエイティブを大阪市西区江戸堀一丁目６番14号に設立 

 昭和61年７月 「労働者派遣法」の施行を機に、大阪、東京、因島、尾道の各支店、九州、舞鶴の各本部が一般

労働者派遣事業の許可を取得して人材派遣事業を開始 

 平成元年４月 有料職業紹介事業の許可を取得し、人材紹介センター（関西本部紹介部）を大阪市西区（平成３

年７月に大阪市北区に移転）に設置し、人材紹介事業を開始 

 平成７年５月  事務代行事業を本格化するため、大阪市此花区（平成９年12月に大阪市住之江区に移転）に大阪

事務センターを設置  

 平成10年12月 大阪証券取引所市場第二部に上場 

 平成14年３月 首都圏における営業基盤の強化のため、日商岩井株式会社（現双日株式会社）より人材派遣会社

エヌアイパーソネル株式会社（資本金110,000千円）の株式を取得(100％) 

 平成15年４月  子会社との一体化により、シナジー効果を最大限発揮するため、エヌアイパーソネル株式会社及

び株式会社マイショップを平成15年４月１日に吸収合併  

 平成16年12月  ニスコム株式会社がTOBにより当社を買収 

 平成17年３月 大阪証券取引所市場第二部上場を廃止  

 平成17年８月 ニスコム株式会社、株式会社エキスパート・トレード、株式会社クリエイティブの3社が合併 



  

 主な買収・合併の経緯の概略図 

  

  

年月 株式会社エキスパート・トレード 事項 

 昭和62年３月  事務処理・経理処理等の業務受託事業、教育研修事業等を目的として、株式会社兼松が100%子会

社として株式会社兼松パーソネル・サービスを東京都港区芝浦に設立 

 昭和62年６月 「労働者派遣法」の施行後、一般労働者派遣事業の許可を取得して人材派遣事業を開始 

 昭和63年４月 大阪支店開設 

 平成元年５月  銀座支店開設  

 平成３年11月 有料職業紹介事業の許可を取得し人材紹介業開始 

 平成７年３月 東京本部を中央区の三義ビルに移転 

平成12年３月  ニスコンサービス株式会社（現ニスコム株式会社）が当社を買収  

 平成13年７月  長瀬産業株式会社の人材派遣子会社キャリアマックスの営業の全部を譲り受け、株式会社キャリ

アマックス・ケーピーエスと名称変更 

 平成13年９月 ニチメン株式会社（現双日株式会社）の子会社ニチメンサービス株式会社の人材派遣部門と人材

紹介部門の営業を譲り受ける  

 平成13年10月 株式会社キャリアマックス・ケーピーエスを株式会社エキスパート・トレードに名称変更  

 平成17年８月 ニスコム株式会社、株式会社エキスパート・トレード、株式会社クリエイティブの3社が合併 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び連結子会社4社で構成されており、システム開発、システムサポートなどのITサービス

事業と、人材派遣、人材紹介、業務請負サービスなどのビジネスサポート事業に関連する事業を幅広く展開しており

ます。 

 当社グループの事業の種類別セグメントは、ITサービス事業、ビジネスサポート事業、その他事業の3つに大きく

分けられます。その内容及び連結子会社の当該事業に係る位置付けは以下のとおりであります。 

  

（１）ITサービス事業  

 ① システム開発事業 

 顧客の個別業務のコンピュータシステムの設計、開発の受託及び顧客に常駐して設計開発作業を支援するサービ

スであります。当社及び子会社の株式会社エマーズがこのサービスを行っております。 

  

 ② システムサポート事業 

 コンピュータシステムの運用を受託し、ファイル管理、スケジュール管理、ソフトウェアメンテナンス、顧客の

PC及びサーバー／ネットワークやCAD等の有効活用支援、技術指導、オペレーションに至るまでのサービス等の業務

を、顧客に常駐して実施するサービスであります。当社及び子会社の株式会社エマーズがこのサービスを行ってお

ります。 

  

（２）ビジネスサポート事業 

 ① ビジネスサポート事業 

 コンピュータシステムの運用業務に付随して発生する周辺の事務、貿易事務、データ入力、資料作成その他一般

事務をはじめバイリンガルワーク、コールセンター運用、営業などのビジネス支援業務であります。当社及び子会

社の株式会社シーティーエス（作業請負）、子会社のバロン警備保障株式会社（交通誘導・警備）がこのサービス

を行っております。 

  

 ② 人材紹介事業 

  有料職業紹介事業であります。当社及び子会社の株式会社ヘッズジャパンがこのサービスを行っております。 

   

（３）その他事業 

 印刷、広告宣伝制作等のサービスであります。当社がこの事業を行っております。 

  



 以上で述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

  

  

  



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄の（ ）内には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社であります。 

 ３．債務超過会社であり、債務超過額は120,907千円であります。 

 ４．㈱エマーズについては、売上高（連結会社相互間の売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超

えております。 

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

株式会社エマーズ 

 (注)２.３.４ 
 東京都渋谷区 354,000 

 システム開発・シ

ステムサポート 

（ITサービス事

業） 

63.5 

当社サービスの提

供。  

役員の兼任あり。 

株式会社ヘッズジャ

パン 

 (注)２ 

 東京都千代田区 48,000 

 人材紹介 

（ビジネスサポート

事業） 

100.0  役員の兼任あり。 

株式会社シーティー

エス 

 (注)２ 

 広島県尾道市 50,000 

作業請負 

（ビジネスサポー

ト事業） 

100.0 

当社サービスの提

供。  

役員の兼任あり。 

バロン警備保障株式

会社 

 岐阜県羽島郡岐南

町 
10,000 

交通誘導・警備

（ビジネスサポー

ト事業） 

100.0 
資金の援助あり。 

役員の兼任あり。 

主要な損益情報等  (１）売上高 3,561,778 千円 

   (２）経常利益 174,620 千円 

   (３）当期純利益 59,957 千円 

   (４）純資産額 △120,907 千円 

   (５）総資産額 1,464,483 千円 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。    

 ２．その他事業及び全社（共通）のうち全社（共通）は76人です。 

    ３．臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であります。 

    ２．臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満のため記載しておりません。 

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んだ支給実績であります。 

 ４．前事業年度に比べ、従業員数が469名増加しておりますが、主として平成17年8月1日付けで、株式会社クリ

エイティブと株式会社エキスパート・トレードを吸収合併したことによるものであります。 

(3）労働組合の状況 

当社グループには、労働組合を有する会社はありません。労使関係は良好であります。 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ITサービス事業 1,200 

ビジネスサポート事業 719 

その他事業及び全社（共通） 102 

合計 2,021 

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,496   36.5 6.2 4,163,071 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当社は、当有価証券報告書が合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期との比較は行っておりません。

(1) 業績 

 当連結会計年度における日本経済は、これまでの回復基調を引き継ぎ、年後半には踊り場を脱したと言われるほ

ど好調に推移しました。雇用・所得環境の好転を背景に、個人消費が回復し、長期にわたるデフレからの本格回復

も予想されるようになっております。雇用情勢についても失業率は平成17年の前半が4.3％、後半が4.5％程度で推

移し、有効求人倍率も1倍に接近、新規求人倍率は年末に1.55倍と過熱気味の状況に至りました。 

 このような環境下、情報サービス業界においては、総需要の伸び率は対前年比で微増と高くないものの、先を見

越したエンジニア確保の動きが強まり、採用マーケットは一段とタイトな状況になっております。また、人材派遣

業界は、事業所の許可件数（東京都17年度上半期が前年同期比25.6％増）などから順調に成長を続けていると推測

されますが、企業側の正社員に対する採用意欲の高まりから、当連結会計年度に入り派遣登録社員の確保に苦慮す

る状況となっております。ただし、上記の状況は、派遣単価には好影響を及ぼし、当連結会計年度後半に至り、

久々に値上げ交渉に踏み切る商談も見受けられるようになっております。 

 その中にあって当社は、平成17年8月に、平成16年12月にTOBにより買収した人材派遣会社の株式会社クリエイテ

ィブ（当時大阪証券取引所市場第二部上場）、貿易商社への派遣に強い株式会社エキスパート・トレードとの3社

合併を果たしました。この合併の目的は以下に掲げるとおりであります。 

① 顧客のオーダーに対するマッチング率とスピードの飛躍的向上 

② 顧客に対し競争力のある価格の提示 

③ システム開発・サポートサービスも人材派遣・紹介とともにワンストップで提供 

④ コンプライアンスや情報保護など、顧客の品質面での高度な要求への対応 

 3社の合併に伴う拠点の増加と、新規オフィスの開設（広島、熊谷、大阪の難波、淀屋橋）により、当社の支店

網は全国に19オフィスを展開する規模になりました。なお、東京、大阪、名古屋等においては3社のオフィスの重

複があったために、統廃合しております。また、合併を期に当社の知名度を上げる目的で、テレビコマーシャルや

駅・電車内の公告など、マスメディアを使用した宣伝展開を実施、一定の成果をあげつつあります。 

 この結果、当連結会計年度の業績は、売上高30,808,535千円、経常利益148,433千円、当期純損失301,989千円と

なりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、以下のとおりであります。  

 ITサービス事業につきましては、システム開発、システムサポートとも好調で、得意先の日本アイ・ビー・エム

株式会社、富士通株式会社などからの受注を伸ばすことができました。この結果、当セグメントの業績は、売上

高 11,988,532千円、営業利益468,226千円となりました。 

 ビジネスサポート事業につきましては、 平成16年12月に買収した株式会社クリエイティブ（平成17年8月に株式

会社エキスパート・トレードとともに当社と合併）の通年寄与があったために、売上高が大幅に拡大しました。一

方、一部の派遣登録社員について社会保険への加入を行い経費が増加、株式会社クリエイティブ買収による連結調

整勘定（営業権）償却負担がありました。この結果、当セグメントの業績は、売上高17,427,853千円、営業損失

228,479千円となりました。 

 その他事業につきましては、 売上高1,392,148千円、営業損失22,943千円となりました。 

  



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動において資金が増加したものの、財務活動

において借入金の返済を優先させた結果、当連結会計年度初めの2,609,590千円に比べて461,691千円減少し、

2,147,899千円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、62,016千円にとどまりました。資金流出を伴わない連結調整勘定（営業権）償

却額、未払金の増加等の寄与があったものの、税金等調整前当期純損失を計上したのに加え、期末にかけて発生し

た未収入金の増加、未払費用の減少等が影響しました。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、83,366千円となりました。定期預金の預け入れ、定期預金の払い戻しを行い、

両者合わせて払い戻しによる収入が上回りましたが、ソフトウエア購入など無形固定資産の取得による支出、子会

社株式取得による支出等がありました。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー）  

 財務活動の結果使用した資金は、440,341千円となりました。この主なものは、長期借入金の返済による支出、

少数株主への残余財産の分配等であります。  

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績  

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は売上原価によっており、セグメント間の取引については相殺しております。 

 ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ３．当有価証券報告書が、合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期比較を記載しておりません。 

 ４．ビジネスサポート事業とその他事業については、事業の形態から生産実績の記載に馴染まないため、記載し

ておりません。 

(2) 受注状況 

 当連結会計年度の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２．当有価証券報告書が、合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期比較を記載しておりません。 

 ３．ビジネスサポート事業とその他事業については、事業の形態から受注実績の記載に馴染まないため、記載し

ておりません。 

(3) 販売実績  

 当連結会計年度の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．当有価証券報告書が、合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期比較を記載しておりません。 

３．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ITサービス事業（千円） 9,927,385 

合計（千円） 9,927,385 

事業の種類別セグメントの名称 
  

受注高（千円） 
  

  
受注残高（千円） 

  

 ITサービス事業（千円） 11,367,694 1,478,522 

合計 11,367,694 1,478,522 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成17年1月1日 
至 平成17年12月31日） 

 ITサービス事業（千円） 11,988,532 

 ビジネスサポート事業（千円） 17,427,853 

 その他事業 （千円） 1,392,148 

合計（千円） 30,808,535 



３【対処すべき課題】 

(1）当社グループの現状の認識について 

 当社グループは、ITサービス事業、ビジネスサポート事業、その他事業のセグメントを有しております。ITサー

ビス事業においては、経済産業省の特定サービス産業実態調査における「システム等受託サービス」（当社グルー

プの場合、システムサポート）の市場は拡大しており、同部門の比率の高い当社グループにとって追い風が吹いて

おります。また、ビジネスサポート事業においても、「労働者派遣法」等の規制緩和が続いてきたことに加え、景

気回復がはっきりしてきたことによる企業からの人材派遣依頼が増加しているなど、事業環境は比較的良好である

と言えます。 

 しかしながら一方で、ITサービス事業においては、情報サービス産業全体の市場の伸びが過去に較べて減速して

いること、大手のシステム開発会社が外注取引先の絞り込みを行っていること、システムの発注が競争入札で行わ

れることが多くなるなど、厳しい面も多くなりつつあります。また、ビジネスサポート事業においても、企業が正

社員の採用意欲を高めており、登録派遣人材の確保が困難になりつつあること、労務コストが上昇するなどの問題

が出てきております。 

  

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 当社が対処すべき今後の課題は、①人材の採用力強化、②人材の質的向上、③財務体質の強化、④合併によるシ

ナジー効果の発揮等と認識しております。 

  

(3）対処方針 

 ① 人材の採用力強化 

 景気が一段と回復する中、当社グループの成長を阻害する要因のひとつは、採用人材、登録派遣人材の不足であ

ります。合併による企業規模の拡大は採用力向上方法のひとつではありますが、企業規模のみならず採用方法全体

の再検討により、一層の採用力強化に努めます。 今後の対処として、企業認知度の向上強化、登録拠点の全国展

開の実施、新卒採用活動の強化、会社のホームページ改革などによる採用強化に取り組みます。 

② 人材の質的向上  

 人材サービスの品質は、人材そのものの質によるところが大きいと言えます。社員、登録派遣社員に対するキャ

リアパスの策定支援、人事ローテーション、社員間のコミュニケーションの強化、各種教育訓練などを通じて、人

材の質的向上、ロイヤルティの向上を図り、ひいては退職率を引き下げ、スキルの高い人材を長期的に確保してい

きます。これによって、顧客のサービス満足度を高めると共に、人材採用コストを引き下げ、収益力の向上も可能

になります。 

③ 財務体質の強化 

 平成16年12月の株式会社クリエイティブの買収による連結調整勘定（営業権）の償却負担による収益の悪化が、

当社グループの財務体質に負の影響を与えています。今後、合併した派遣事業の競争力強化、子会社の株式会社エ

マーズとの協業関係の強化、人材紹介事業の拡大、製造業派遣・請負業の拡大を通じて収益力の向上を進めること

を検討してまいります。  

④ 合併によるシナジー効果の発揮 

 平成17年8月の当社、株式会社クリエイティブ、株式会社エキスパート・トレードとの3社合併によるシナジー効

果を実現していく必要があります。合併により、企業の規模の拡大、提供サービス及び地域的なカバレッジが拡大

しましたが、今後、営業力を強化する一方で、販売費及び一般管理費などの経費の削減を図る必要があります。  

(4）具体的な取組み状況等 

① 人材の採用力強化  

 企業PR体制の強化として、テレビコマーシャル、交通公告などを実施しております。登録拠点の全国展開とし

て、平成17年度に広島オフィス、新宿オフィス、熊谷オフィス、淀屋橋オフィス、難波オフィスを開設済みであり

ます。また、さらに政令指定7市など地方でのオフィスの開設を進めていきます。新卒採用活動の強化として、社

内でのCFT（クロスファンクションチーム）活動を通じて発案された方法を取り入れていきます。加えて、当社経

営者と社員との交流の場である「Niscom Happy Hour」を人材募集の機会として活用していきます。会社のホーム

ページ改革においても、CFT活動を通じた改革を進めていきます。 



② 人材の質的向上 

 キャリアパスの策定を、社員、登録派遣社員を対象にキャリアカウンセリングにより実施していきます。社員間

のコミュニケーション強化策として、社内報のカラー冊子化、会社ホームページとの連動を進めています。各種の

教育訓練として、IT系技術者向け、派遣社員向けの教育プログラムの開発を強化していきます。また、教育関連投

資を今後、平成20年度までに売上高比率で大幅に増加させていきます。  

③ 財務体質の強化  

 財務体質強化のための収益力の向上策として、ITサービス事業においては金融等の得意分野を強化していきま

す。ビジネスサポート事業においては、登録人材の質的向上を通じた単価アップ、各地方オフィスで収益率の高い

人材紹介業を行うことで、人材紹介業の売上高比率を拡大させていく他、若年層とエルダー層を対象とした派遣・

請負事業、製造業への派遣・請負事業に本格参入します。 

④ 合併によるシナジー効果の発揮  

 新たに基幹情報システムを稼動させることで3社別々に行われていた事務作業を統合・合理化し、一般管理費を

削減していきます。また、社内での事務作業の見直しによる切り出しを行い、当社グループ内の事務センターやコ

ールセンターへの業務集中・移転やアウトソーシング化を進めていきます。 

 加えて、3社が別々に行っていた広告宣伝費を集中投下することで、インパクトのある広告宣伝を展開し、登録

人材の募集効果をあげていきます。 

  



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1）当社グループの属する業界に関連するリスクについて 

① 法改正の動向について 

 昭和61年に施行された「労働者派遣法」は、平成8年に提供対象業務が16業務から26業務に拡大されたのに始ま

り、平成11年12月に派遣対象業務の原則自由化（ネガティブリスト方式）、平成12年12月の紹介予定派遣解禁、平

成16年3月の製造業務への派遣解禁など度々改正が行われ、その度に規制が緩和されてきております。これらの規

制の緩和により、人材派遣業界のビジネスチャンスは一貫して拡大してきました。今後もこの規制緩和の流れは続

くものと予想されます。しかし、規制緩和により生まれた新規分野は、大手人材派遣会社の参入や他業界からの新

規参入により競争が激化しております。一方で、今後法規制の強化が行われる可能性もあります。 

 当社グループとしては、規制緩和をチャンスと捉え、オールラウンドなサービス提供のためにグループ企業を通

じて、人材派遣事業のほか人材紹介事業、製造業派遣・業務請負の強化等を進めていく方針であります。しかし、

規制緩和による競争激化が極端に進んだ場合や、反対に規制が強化された場合、当社グループの業績に影響が及ぶ

可能性があります。 

② ITエンジニア、登録派遣スタッフの確保について 

 景気回復による企業の正社員採用増の動きは、当社グループのITサービス事業におけるエンジニア、ビジネスサ

ポート事業における登録派遣スタッフの確保をさらに困難にしております。 

 当社グループは、事業規模を拡大することで知名度を向上させると共に、広告宣伝の強化、政令指定都市へのオ

フィス展開、キャリアパスの明確化、教育訓練投資の拡大による人材の定着率向上により、ITエンジニア、登録派

遣スタッフの確保に努めていく方針であります。しかし、これらの方策による新規エンジニア、スタッフの確保が

十分でなく、人材定着率の改善も進まない場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。  

③ 情報管理について 

 当社グループの事業分野においては、個人情報等の情報管理の重要性が増しております。また、ライバル企業と

の競争に勝つために、提供サービスの品質を高めていく必要があります。そのサービス品質の中で最も重要なのが

情報管理や法令遵守の徹底であると認識しております。 

 当社グループは、平成14年10月にプライバシーマークを取得、平成17年10月にその更新を受けております。ま

た、平成17年1月に渋谷本社においてISMS（情報セキュリティーマネジメント）の認証を取得しており、それぞれ

のコンプライアンス・プログラムに沿って社員教育を繰り返して実施しております。平成17年度に実施した当社と

株式会社クリエイティブ、株式会社エキスパート・トレードとの合併の際にも、社内管理体制の整備を実施しまし

た。今後、合併後新たに加わった地方拠点においても、情報管理、法令遵守の徹底を図る方針であります。 

 これらの施策によって、情報セキュリティーの体制には万全を期しております。しかし、何らかの原因によって

情報の漏洩等が発生した場合、信用低下により、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。  

④ 訴訟リスクについて 

 当社グループの主要事業分野であるITサービス事業、ビジネスサポート事業においては、多数の社員、派遣スタ

ッフが得意先企業などの多くの現場で多様な職務に従事しています。このため、事業活動上、労務上を問わず様々

な問題が生じ訴訟などに発展する場合があります。 

 当社グループは、社員、派遣スタッフに、適切な教育指導を行っております。また、特にITサービス事業におけ

る請負型のビジネスにおいては対象業務の未達が考えられ、これに対する備えとして保険による対処をしておりま

す。しかし、これらの方策でも全てをカバーできない場合があり、当社グループが顧客企業から損害賠償責任を問

われる訴訟を受けた場合、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

⑤ 顧客企業の倒産リスクについて 

 当社グループの顧客は、規模、地域、業種等が多岐に渡っており、経済変動等により倒産リスクがあります。 

 当社グループの取引先上位は、有力企業が大半を占めているため、与信リスクは限られます。また、当社グルー

プとしては、新規顧客の取引口座開設の際に、専門の担当者による信用調査を行う他、外部機関による調査などの

対策を実施しております。しかし、これらの対策にもかかわらず、取引高の大きい顧客企業が倒産した場合、当社

の債権回収が困難になり、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。  



⑥ テクノロジーの変化リスクについて 

 当社グループのITサービス事業は、テクノロジーの変化が大変激しい分野であります。例えば、コンピュータの

OSを取ってみても、かつて中心だったメインフレーム系の比率が低下し、Windows系、Unix系、Linux系の比率が高

まっています。 

 当社グループとしては、エンジニアに対する教育訓練を実施すると共に、新しいテクノロジーに関するスキルを

持ったエンジニアの確保に力を注いでおります。しかし、それにもかかわらず、テクノロジーで大きな変化が生

じ、その対処に遅れた場合、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。  

⑦ 災害などのリスクについて  

 当社グループの本社は東京に置かれており、事務処理を担う部門も大半が東京におります。従って、東京が地震

などの大災害に見舞われた場合、復旧に時間がかかり当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

⑧ 価格変動のリスクについて 

 ITサービス事業、ビジネスサポート事業とも、その時点での経済情勢等により、サービスの請負単価、派遣単価

等に変動が生じることがあります。最近では、ITエンジニア、登録派遣スタッフの採用難により、採用コスト、人

件費が上昇する傾向があります。 

 当社グループとしては、当社の人件費を反映した請負単価、派遣単価による顧客企業との受注交渉を行っていき

ます。しかし、顧客との力関係により、人件費コストを受注単価に十分反映できない場合、売上高原価率が上昇

し、当社グループの業績に影響が及ぶ可能性があります。 

⑨ 社会保険について 

 社会保険（健康保険・厚生年金保険）への加入につきましては、前連結会計年度に買収いたしました株式会社ク

リエイティブの登録派遣スタッフに未加入者があり、加入を促進してきましたが、当連結会計年度末現在、まだ一

部に未加入者が残っております。また、今後実施される健康保険制度改革、年金制度改革に伴い、社会保険料率が

改正される可能性があり、その場合には、登録派遣スタッフの雇用主である当社にも負担が発生することが予想さ

れます。 

 当社グループとしては、社会保険の完全加入を実施していく方針であります。このため、社会保険への完全加入

に伴う社会保険料負担の上昇、また、社会保険料率の改正が実施された場合には、追加の社会保険料負担を負うこ

とになり、今後の当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）当社グループの事業に関連するリスクについて     

① 株式会社クリエイティブ、株式会社エキスパート・トレードとの合併の目的と合併に関する事項  

 当社は、平成17年8月1日に株式会社クリエイティブ（大阪府大阪市西区、資本金677,300千円、代表取締役 廣

田進）、株式会社エキスパート・トレード（東京都中央区、資本金360,000千円、代表取締役 坪井章子）と合併

しました。その概要は以下のとおりであります。 

  

合併に関する事項 

合併期日               平成17年8月1日 

合併の方法              当社が存続会社 

                   株式会社クリエイティブ、株式会社エキスパート・トレードは解散 

商号の変更              変更なし 

合併による新株式の発行、資本金の変動 100％子会社の合併のため、新株式の発行、資本金の変動はなし 

合併による事業の継承         解散した2社の事業は当社が全て継承 

  



② 株式会社クリエイティブ、株式会社エキスパート・トレードとの合併の経緯 

 当社は合併に先立ち、株式会社クリエイティブの株式を所有する少数株主の権利を守り、かつ合併をスムースに

実行するため、株式会社クリエイティブの買収時より、株式会社クリエイティブ及び株式会社エキスパート・トレ

ードの経営陣と合意の上、以下のスキームを採用し、実行いたしました。 

ア．TOBによる買収に当たり、買収主体となるニスコム株式会社の100％子会社、ニスコム・アクイジション株式会

社を使用する。 

 イ．ニスコム・アクイジション株式会社は、ニスコム株式会社より出資と借り入れを行い、その資金によりTOBを

実行する。 

 ウ．TOB実行後、TOBに応募せずに残った少数株主が存在した場合、株式会社クリエイティブとニスコム・アクイジ

ション株式会社との間で株式交換を行い、株式会社クリエイティブをニスコム株式会社の100％子会社とす

る。 

 エ．それにより株式会社クリエイティブの少数株主はニスコム・アクイジションの少数株主となる。 

 オ．ニスコム・アクイジション株式会社を解散し、少数株主には残余財産を現金にて分配する。   

③ 買収・合併のシナジー効果の発揮について 

 当社グループはこれまで買収・合併等を事業拡大の選択肢のひとつとして活用してまいりました。中でも平成16

年12月に買収し、平成17年8月に合併した株式会社クリエイティブは、規模の面から当社にとっては大型の買収・

合併であり、今後、当社グループの業績拡大に貢献する見通しであります。しかし、この合併による営業、管理等

のシナジー効果の発揮如何では、今後の業績に影響を与える可能性があります。     

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

 なお、文中の見込み、見通し、方針など将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断

したものであり、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性がありますのでご留意ください。 

 当社グループは当有価証券報告書が合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期との比較は行っておりま

せん。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り  

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づいて作成され

ております。当社グループの連結財務諸表には、特に以下の会計方針を使用しており、これらが当社グループに対

する判断に、重要な影響を及ぼす可能性があると考えております。 

 

① 連結調整勘定（営業権）の償却 

 連結調整勘定（営業権）は5年で償却しております。前連結会計年度に行った株式会社クリエイティブの買収に

より多額の連結調整勘定が生じたことなどにより、当連結会計年度は、連結調整勘定償却額として566,442千円を

計上しております。 

  

② 保有不動産の減損 

 事業用固定資産の評価は平成18年3月期以降の決算期に減損会計が適用されることになっておりますが、当社グ

ループは当連結会計年度より適用しております。この事業用固定資産の減損会計の適用により、当連結会計年度に

おいて、減損損失134,009千円を計上しております。 

(2）当連結会計年度の財政状態の分析 

① 流動資産 

 流動資産は8,358,523千円となりました。入金が年明け以降にずれ込んだ影響で未収入金が期末にかけて増えた

一方で、現金及び預金、受取手形及び売掛金が減少しました。 

  

② 固定資産 

 固定資産は3,569,902千円となりました。投資その他の資産は増加しましたが、無形固定資産の中の連結調整勘

定（営業権）が大きく減少しました。連結調整勘定は、平成16年12月に買収した株式会社クリエイティブ（平成17

年8月に株式会社エキスパート・トレードとともに当社と合併）の買収により残高が大きくなりましたが、連結調

整勘定償却により大きく減少しました。また、建物及び構築物も子会社の株式会社エマーズが所有する土地・建物

の減損損失を計上したこと等により減少しました。 

  

③ 流動負債 

 流動負債は8,584,441千円となりました。平成17年8月の3社合併に伴い未払金が増加し、売上高の増加に伴い買

掛金なども増加しましたが、一年以内返済予定長期借入金が大きく減少しました。 

  

④ 固定負債 

 固定負債は1,880,406千円となり大きく増加しました。これは主に、3社合併により、株式会社クリエイティブ、

株式会社エキスパート・トレードが解散したため、従業員に対する未払退職金が発生したことによるものでありま

す。 

  

⑤ 資本  

 資本合計は1,463,578千円と大きく減少しました。これは主に、当連結会計年度の当期損益が連結調整勘定（営

業権）償却等により当期純損失となり、利益剰余金が減少したことによるものであります。 



(3) 当連結会計年度の経営成績の分析  

 当連結会計年度の経営成績は、売上高30,808,535千円、経常利益148,433千円、当期純損失301,989千円となり、

大幅増収、大幅経常減益となりました。 

  

① 売上高 

 売上高は30,808,535千円となり大きく増加しました。売上高が大幅に伸びたのは、平成16年12月に買収した株式

会社クリエイティブ（平成17年8月に株式会社エキスパート・トレードとともに当社と合併）のビジネスサポート

事業における通年寄与があったためであります。 

 当連結会計年度の事業のセグメント別売上高は、ITサービス事業が11,988,532千円、ビジネスサポート事業が

17,427,853千円、その他事業が1,392,148千円であります。 

  

② 売上原価・売上総利益 

 売上原価は25,616,108千円、売上総利益は5,192,426千円となり、共に大きく増加しました。売上高総利益率

は、一部の派遣登録社員について社会保険への加入負担が新たに発生したことで、16.8％とやや低下しました。 

 

③ 販売費及び一般管理費・営業利益 

 販売費及び一般管理費は4,968,584千円と、大きく増加しました。販売費及び一般管理費が大きく伸びたのは、

売上高同様に、株式会社クリエイティブ買収による経費の通年負担があったことに加え、連結調整勘定（営業権）

の償却によるものであります。連結調整勘定償却費は566,442千円を計上しております。売上高販売費及び一般管

理費比率は16.1％になりました。 

 売上総利益から販売費及び一般管理費を除いた営業利益は223,841千円と大幅減益となり、売上高営業利益率は

0.7％になりました。 

 

④ 営業外損益・経常利益 

 営業外収益は27,353千円、営業外費用は102,761千円となりました。この結果、営業外損益は75,408千円の損失

となりました。 

 営業利益に営業外収益・費用を加減算した経常利益は148,433千円と大きな減少となり、売上高経常利益率は

0.5％になりました。 

 

⑤ 特別損益・税金等調整前当期純利益 

 特別利益は83,092千円となりました。また、特別損失は377,790千円となりました。特別利益の主なものは、旧

株式会社クリエイティブ等が保有していた投資有価証券の売却益82,700千円であり、特別損失の主なものは、旧ク

リエイティブ株式会社の退職給付費用222,095千円、株式会社エマーズが保有する遊休土地の減損損失134,009千円

等であります。 

 経常利益から特別利益・損失を加減算した税金等調整前当期純損益は146,264千円の損失となりました。 

 

⑥ 法人税、住民税及び事業税等 

 法人税、住民税及び事業税は87,529千円であります。また、税効果会計適用による法人税等調整額59,656千円を

計上しております。 

 

⑦ 当期純利益 

 以上の結果、当連結会計年度の当期純損益は301,989千円の損失となりました。 



(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、営業活動において資金が増加したものの、財務活

動において借入金の返済を優先させた結果、当連結会計年度初めの2,609,590千円に比べて461,691千円減少し、

2,147,899千円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 営業活動の結果得られた資金は、62,016千円にどとまりました。資金流出を伴わない連結調整勘定償却額

566,442千円、未払金の増加額403,666千円等の寄与があったものの、税金等調整前当期純損失が146,264千円だっ

たのに加えて、期末にかけて発生した未収入金の増加額886,077千円、未払費用の減少額468,171千円が影響しま

した。 

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動の結果使用した資金は、83,366千円となりました。定期預金の預け入れ、定期預金の払い戻しを行

い、両者合わせて払い戻しによる収入が上回りましたが、ソフトウェア購入など無形固定資産の取得による支出

108,096千円、子会社株式取得による支出98,242千円等がありました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 財務活動の結果使用した資金は、440,341千円となりました。この主なものは、長期借入金の返済による支出

527,360千円、少数株主への残余財産の分配144,876千円等であります。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度における設備投資は、主に新基幹システム構築のためのソフトウエア投資101,476千円等でありま

す。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡)

 ソフトウ
ェア 

 ソフトウ
ェア仮勘
定 

その他 合計 

本社 

（東京都渋谷区） 

ITサービス事業 

ビジネスサポート

事業 

事務用機器類 10,060 ― 
― 

 (―)
47,863 73,262 37,647 168,833 816 

銀座オフィス 

（東京都千代田

区） 

ビジネスサポート

事業  
事務用機器類 6,585 ― 

― 

 (―)
190 ― 2,696 9,471 141 

その他15オフィス 

  

ビジネスサポート

事業  
事務用機器類 35,638 371 

― 

 (―)
7,030 ― 39,130 82,170 518 

尾道オフィス  

（広島県尾道市） 

ビジネスサポート

事業、その他事業 

事務所、複写

設備  
18,196 684 

26,766 

(252.80)
― ― 313 45,960 7 

因島オフィス  

（広島県尾道市） 

ビジネスサポート

事業、その他事業 
複写設備  489 1,529 

― 

 (―)
136 ― 405 2,561 3 

有明オフィス  

（熊本県玉名郡） 

ビジネスサポート

事業、その他事業 
複写設備  115 506 

― 

 (―)
72 ― ― 694 11 



  

(2）国内子会社 

 （注）１．金額には消費税等を含めておりません。 

２．上記のほか、工具器具備品でリース設備29,788千円があります。 

 ３．従業員数は正社員の人数であります。なお、臨時雇用者数は従業員数の100分の10未満のため記載しており

ません。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

  平成17年12月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

ソフトウ
ェア 

その他 合計 

株式会社エマーズ 

本社 

（東京都渋

谷区） 

ITサービス

事業 

事務所、事

務用機器類  
6,768 ― 

― 

(―)
1,702 3,964 12,436 321 

株式会社エマーズ 

柏事業所 

（千葉県柏

市） 

ITサービス

事業 

事務用機器

類  
1,878 ― 

― 

 (―)
606 614 3,099 38 

株式会社エマーズ  

その他 

（島根県松

江市）  

ITサービス

事業  
遊休地他 35,172 ― 

96,335 

(1,245.44)
― ― 131,507 ― 

株式会社 

ヘッズジャパン 

本社 

（東京都千

代田区） 

ビジネスサ

ポート事業 

事務所、事

務用機器類  
983 ― 

― 

 (―)
506 24 1,515 1 

株式会社 

シーティーエス 

本社 

（広島県尾

道市） 

ビジネスサ

ポート事業 
その他設備 21,118 306 

― 

 (―)
2,924 311 24,660 165 

バロン警備保障 

株式会社 

本社 

（岐阜県羽

島郡） 

ビジネスサ

ポート事業 
その他設備 220,569 46 

144,586 

(3,113.21)
― 2,078 367,280 ― 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１．当社の株式は、上場しておりません。 

２．平成17年8月1日に合併により消滅した株式会社クリエイティブの株式は平成17年3月18日に上場廃止になっ

ております。 

(2)【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

 普通株式 300,000 

計 300,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年3月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

 普通株式 200,000 200,000           ―     ― 

計 200,000 200,000 ― ― 



(3)【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）株式分割（１:２）によるものであります。  

  

(4)【所有者別状況】 

  

(5)【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成10年４月14日 

（注） 
100,000 200,000 ― 140,200 ― 97,848 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― ― ― 12 1 ― 20 33 ― 

所有株式数（単元） ― ― ― 1,466 10 ― 523 1,999 100 

所有株式数の割合

（％） 
― ― ― 73.34 0.50 ― 26.16 100  ― 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社尾上企業  東京都世田谷区等々力５丁目９－１２ 48,466 24.23 

たくたろうホールディングス有

限会社 
 東京都世田谷区等々力５丁目９－１２ 39,200 19.60 

尾上 卓太郎  東京都世田谷区等々力５丁目９－１２ 30,300 15.15 

尾上 浩一  東京都世田谷区等々力５丁目９－１２ 18,010 9.01 

日本アジア投資株式会社  東京都千代田区永田町２丁目１３－５ 15,000 7.50 

中央三井グロースキャピタル投

資事業有限責任組合 
 東京都中央区日本橋室町３丁目２－８ 9,000 4.50 

日興コーディアル証券投資事業

組合 
 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 8,000 4.00 

三菱ＵＦＪキャピタル株式会社  東京都中央区京橋２丁目１４－１ 6,000 3.00 

ジャフコＶ１－Ｂ号投資事業有

限責任組合 
 東京都千代田区丸の内１丁目８－２ 5,000 2.50 

みずほキャピタル株式会社  東京都中央区日本橋兜町４－３  4,500 2.25 

みずほキャピタル第1号投資事業

有限責任組合 
 東京都中央区日本橋兜町４－３ 4,500 2.25 

計 ― 187,976 93.99 



(6)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

    該当事項はありません。 

  

(7)【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式  ― ─ ― 

議決権制限株式（自己株式等）  ― ─ ― 

議決権制限株式（その他）  ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等）  ― ─ ― 

完全議決権株式（その他）  普通株式 199,900 1,999 ― 

単元未満株式  普通株式 100 ─ ― 

発行済株式総数   200,000 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 1,999 ─ 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  



３【配当政策】 

 当社は、株主に対する配当政策を重要な経営課題の一つとして認識しており、今後の事業拡大、業績等を勘案しな

がら利益配分を行っていくことを基本方針としております。当事業年度につきましては、1株当たり50円を配当いた

しました。 

  

４【株価の推移】 

当社株式は非上場であり、該当事項はありません。 

  



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役社長 

(代表取締役) 

マネージメント

サポート本部担

当  

尾上 卓太郎  昭和44年4月29日生 

昭和63年10月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）取締役 

平成5年4月   富士通（株）入社  

平成10年12月 当社入社 代表取締役副社長 

平成12年3月 当社代表取締役社長（現任） 

平成12年3月 株式会社エキスパート・トレー

ド（旧株式会社ケーピーエスパ

ーソネル）代表取締役会長 

平成13年8月 株式会社エマーズ代表取締役会

長（現任） 

平成16年3月 株式会社ヘッズジャパン代表取

締役社長 

平成17年1月 株式会社クリエイティブ顧問 

平成17年2月 株式会社クリエイティブ代表取

締役会長 

30,300 

専務取締役 
ビジネスサポー

ト事業本部長 
磯 裕章  昭和30年12月6日生 

昭和53年4月 株式会社住総（旧株式会社住宅

総合センター）入社 

平成8年7月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成12年3月 当社取締役 

平成13年6月 当社常務取締役 

平成16年3月 当社専務取締役（現任） 

平成16年3月 株式会社ヘッズジャパン取締役

(現任) 

平成17年1月 株式会社クリエイティブ顧問 

平成17年2月  株式会社クリエイティブ取締役 

平成17年3月 株式会社シーティーエス取締役

（現任）  

300 

常務取締役 
ITサービス事業

本部長 
関口 明郎  昭和18年1月1日生 

昭和36年4月 富士通信機製造株式会社（現 

富士通株式会社）入社 

平成13年4月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成13年6月 当社常務取締役（現任） 

平成14年6月 株式会社エマーズ取締役 

200 

取締役 
システム開発事

業部担当 
真田 朋昭  昭和29年1月2日生 

昭和49年1月 ニスコン・コア株式会社 入社 

昭和62年11月  阿部写真印刷株式会社 入社 

昭和63年10月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成5年6月 当社取締役（現任） 

200 

取締役 

ビジネスサポー

ト第二事業部担

当 

諸石 優子  昭和23年7月26日生 

昭和42年4月 秋田マツダ販売株式会社 入社 

昭和45年1月 東芝商事株式会社 入社 

昭和51年4月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成6年6月 当社取締役（現任） 

200 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
（株） 

取締役 経理部長 井上 文夫  昭和29年1月7日生 

昭和51年4月 株式会社住総（旧株式会社住宅

総合センター）入社 

平成8年10月 日本橋ビジネスサービス株式会

社 入社 

平成9年1月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成15年３月 当社取締役（現任） 

100 

取締役 

ビジネスサポー

ト関西第一・第

二事業部担当 

坪井 章子  昭和30年6月5日生 

昭和53年4月 三井ホーム株式会社入社 

昭和61年10月 株式会社テンポラリーセンター

（現パソナ）入社 

平成7年3月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成13年11月 株式会社エキスパート・トレー

ド専務取締役 

平成15年3月 同社代表取締役社長 

平成17年1月 株式会社クリエイティブ顧問 

平成17年2月 同社専務取締役  

平成17年3月 当社取締役（現任） 

100 

取締役  
中国事業部、九

州事業部担当 
松尾 美彦  昭和17年7月15日生 

昭和41年4月 日立造船株式会社入社 

昭和61年1月 株式会社クリエイティブ入社 

平成12年6月 株式会社クリエイティブ取締役 

平成17年8月 当社取締役（現任） 

― 

取締役 
IPO準備室担当 

リスク管理担当 
串田 実  昭和45年2月22日生 

平成4年4月 日本アジア投資株式会社 入社  

平成16年12月 当社非常勤取締役 就任 

平成17年9月 当社取締役（現任） 

平成18年3月 株式会社シーティーエス取締役

（現任） 

200 

取締役   辻 晴雄  昭和7年12月6日生 

昭和30年3月 早川電機工業株式会社（現シャ

ープ株式会社）入社 

昭和52年6月 同社取締役  

昭和61年6月 同社代表取締役社長 

平成10年6月 同社相談役 

平成17年3月 当社非常勤取締役 就任 

― 

取締役 
 経営企画室担

当 
工藤 和重 昭和35年8月7日生 

昭和60年1月  株式会社サンシナップス 入社 

平成3年3月  三浦商事株式会社入社 

平成7年8月 当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成17年9月 当社経営企画室長（現任） 

平成18年3月 株式会社シーティーエス取締役

（現任） 

平成18年3月 当社取締役（現任） 

100 

常勤監査役   北山 三人  昭和31年2月22日生 

昭和55年4月 日本エヌー・シー・アール株式

会社 入社 

平成8年3月  当社（旧ニスコンサービス株式

会社）入社 

平成12年3月 当社取締役  

平成17年9月 当社常勤監査役（現任） 

200 

 



  

（注）１．取締役 辻晴雄は、商法第188条第2項第7号ノ2に定める社外取締役であります。 

 ２．監査役 矢作憲一は「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第1項に定める社 

   外監査役であります。      

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役   矢作 憲一  昭和17年12月2日生 

昭和41年4月 日本アイ・ビー・エム株式会社 

入社  

平成11年３月 同社常勤監査役  

平成15年3月 ニスコム株式会社非常勤監査役

（現任）  

平成15年10月 有限会社汎総合研究所 取締役会

長（現任）  

― 

    計 31,800 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主をはじめ、顧客、経営者、従業員、派遣労働者

の方々等、企業の利害関係者の利益を調整し確保することで、企業価値を持続的に高めてゆくことと考えておりま

す。 

 このために、コンプライアンス、リスク管理を徹底し、内部統制システムをルールに則り運用することが大切であ

ると認識しております。また、全役職員に常に高い倫理観を求め、教育指導を実施し、顧客をはじめ社会からの信用

を高める不断の努力をいたしております。 

  

(1）会社の機関の内容及び内部監査システムの整備の状況等 

① 会社の機関の基本説明  

 当社は監査役制度を採用しております。また、取締役会については社外取締役を選任し、経営方針の決定及び業

務監督を実施しているほか、監査室を通じた業務監査により、コーポレート・ガバナンスの体制を構築しておりま

す。 

  

② 当社のコーポレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要図 

③ 会社機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

監査役 

 当社は監査役制度を採用しており、監査役は2名で構成され、うち1名の監査役は社外監査役であります。監査役

は取締役会、経営会議等経営上重要な会議に出席するほか、監査室と連携して業務監査を実施し、取締役の業務を

厳正に監査しております。 

  

取締役会 

 取締役会は、全社的視野に立った経営の方針決定及び業務の監督を行い、毎月定期的に開催され、必要に応じて

臨時取締役会を開催しております。平成17年3月の株主総会にて、ガバナンスの強化を目的に非常勤の社外取締役

を１名選任しております。 

  

経営会議 

 経営会議は、取締役会が決定した基本方針に基づき、会社業務執行の基本的な事項を審議・決定し、事業活動の

総合調整と会社全般にわたる内部統制を行う機関であります。また、取締役会規則に定める決議事項の一部につい

てその委任を受け、決議執行しております。ただし、決議事項及び決議執行の状況を取締役会に報告することにな

っております。経営会議は毎週開催されており、原則として常勤の取締役により構成されております。 

  



監査室 

 監査室は業務監査を行っており、その業務範囲は、会社の業務活動が会社の方針・計画・制度・諸規定に従い適

正かつ妥当に運用されているかを監査することとなっております。 

  

④ 内部監査及び監査役監査の状況   

  監査室は、監査の範囲に定められた内容を定期的に把握するとともに、社長の命を受け臨時的に監査を実施し

ております。監査の対象は、子会社も含めております。 

  監査役は、取締役会、経営会議などの重要な会議に出席するとともに、取締役及び関係会社幹部からの報告の

聴取、重要な書類の閲覧、監査室との会議、会計監査人との協議を行い、業務の執行状況全般を監視し、結果を取

締役会に報告し、必要に応じて助言・是正勧告を行っております。 

  

⑤ 会計監査の状況  

 当社は、証券取引法に基づく会計監査をあずさ監査法人に委嘱しております。同監査法人及び当社監査に従事す

る同監査法人の業務執行役員と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

 ・業務を執行した公認会計士 

              氏名      所属        継続監査年数 

    指定社員・業務執行社員 潮来 克士   あずさ監査法人   1年 

  指定社員・業務執行社員 多和田 英俊  あずさ監査法人   1年 

 

 ・会計監査業務に係わる補助者の構成 

  公認会計士   5名 

  会計士補   10名 

   

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係  

 社外取締役1名と当社の間に、取引関係その他の利害関係はありません。 

 社外監査役1名と当社の間に、取引関係その他の利害関係はありません。 

  

(2）リスク管理体制の整備の状況 

① プライバシー・マークの取得 

 個人情報保護の取り組み強化のため、平成14年10月に財団法人日本情報処理開発協会よりプライバシー・マー

クの認定を取得し、その後セミナーの開催等を通じて、全社員への徹底を図っております。 

② ＩＳＭＳの取得 

 渋谷本社内の情報資産保護を図るため、平成17年1月に財団法人品質保証機構よりISMS（情報セキュリティー

マネジメント）、BS7799の認証を受け、その後セミナー等を通じて、関係社員への徹底を図っております。 

  

(3）役員報酬の内容 

① 取締役及び監査役に支払った報酬 

 取締役  12名  66,163千円（うち社外取締役１名に支払った報酬 2,283千円） 

 監査役  ４名  12,330千円（うち社外監査役１名に支払った報酬 3,000千円） 

（注）報酬限度額 取締役 年間 100,000千円（②に該当する金額は含まず） 

監査役 年間  30,000千円 

② 使用人兼務取締役に対する使用人給与（含む賞与）額 

 ９名  55,930千円 

③ 利益処分による役員賞与金の支給額 

取締役   ７名  31,420千円 

監査役  １名   2,900千円 

④ 当期中の株主総会決議により支給した役員退職慰労金 

取締役  １名   4,290千円 

監査役  １名   5,029千円 

  

(4）監査報酬の内容 

    公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬    12,000千円 

    上記以外の報酬                      なし 

  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

 (3）当有価証券報告書は、合併に伴い最初に提出するものであるため、前年同期との対比は行っておりません。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日ま

で）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、あずさ監

査法人により監査を受けております。 

 なお、吸収合併により消滅した株式会社クリエイティブは、証券取引法第193条の２の規定に基づき、平成17年３

月期連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及び平成17年３月期事業年度(平成16年４月１日か

ら平成17年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表及び財務諸表の開示について 

 当社は、平成17年８月１日を合併期日として、株式会社クリエイティブ及び株式会社エキスパート・トレードを吸

収合併いたしました。 

 従って、当社の当連結会計年度(平成17年１月１日から平成17年12月31日まで)及び当事業年度(平成17年１月１日

から平成17年12月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表を掲げております。 

 なお、当社は、従来、有価証券報告書の提出義務を有していなかったため、前連結会計年度及び前事業年度の連結

財務諸表及び財務諸表の記載は省略しております。 

また、吸収合併により消滅した株式会社クリエイティブについては、平成17年３月期連結会計年度（平成16年４月

１日から平成17年３月31日まで）の連結財務諸表及び平成17年３月期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月

31日まで）の財務諸表を掲げております。 

 当社は、株式会社クリエイティブ及び株式会社エキスパート・トレードを平成17年８月１日付で吸収合併したた

め、連結財務諸表には、株式会社クリエイティブ及び株式会社エキスパート・トレードの平成17年１月１日から合併

期日前日までの損益を取り込んでおります。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金 ※１  2,542,806

２．受取手形及び売掛金 ※３  4,304,193

３．たな卸資産  343,687

４．未収入金  956,369

５．繰延税金資産  144,414

６．その他  111,997

貸倒引当金  △44,944

流動資産合計  8,358,523 70.1

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物 ※１  653,427

減価償却累計額  295,849 357,578

(2）機械装置及び運搬具  15,571

減価償却累計額  12,126 3,444

(3）土地 ※１  267,687

(4）その他  244,197

減価償却累計額  157,010 87,186

有形固定資産合計  715,897 6.0

２．無形固定資産  

(1）連結調整勘定  1,515,251

(2）その他   170,208

無形固定資産合計  1,685,460 14.1

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  ※１ 144,438

(2）繰延税金資産  602,769

(3）その他  427,256

貸倒引当金  △5,920

投資その他の資産合計  1,168,544 9.8

固定資産合計  3,569,902 29.9

資産合計  11,928,426 100.0 

   
 



   
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  385,494

２．短期借入金  ※１ 5,289,250

３．一年以内返済予定長期
借入金 

※１ 181,660

４．一年以内償還予定社債   50,000

５．未払金  1,201,447

６．未払法人税等  42,707

７．賞与引当金   322,893

８. その他  1,110,988

流動負債合計  8,584,441 72.0

Ⅱ 固定負債  

１．社債  125,000

２．長期借入金 ※１  120,540

３．退職給付引当金  1,469,700

４．役員退職慰労引当金  161,200

５．その他  3,965

固定負債合計  1,880,406 15.7

負債合計  10,464,848 87.7

   
   

（少数株主持分）  

少数株主持分  － －

   

（資本の部）  

Ⅰ 資本金  ※２ 140,200 1.2

Ⅱ 資本剰余金  97,848 0.8

Ⅲ 利益剰余金  1,195,072 10.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 30,458 0.3

資本合計  1,463,578 12.3

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 11,928,426 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  30,808,535 100.0 

Ⅱ 売上原価  25,616,108 83.2

売上総利益  5,192,426 16.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  4,968,584 16.1

営業利益  223,841 0.7

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  529

２．受取配当金  3,740

３．受取賃貸料   5,866

４．その他  17,216 27,353 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  84,823

２．その他  17,938 102,761 0.3

経常利益  148,433 0.5

Ⅵ 特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ 392

２．投資有価証券売却益  82,700 83,092 0.2

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※３  12,384

２．減損損失 ※４  134,009

３．投資有価証券売却損  208

４．退職給付費用  222,095

 ５．その他  9,092 377,790 1.2

税金等調整前当期純損
失 

 146,264 △0.5

法人税、住民税及び事
業税 

 87,529

法人税等調整額  59,656 147,185 △0.5

少数株主利益  8,538 0.0

当期純損失  301,989 △1.0

   



③【連結剰余金計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  97,848

Ⅱ 資本剰余金期末残高  97,848

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,549,650

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．連結子会社清算に伴う
増加高 

 101,948

２．連結子会社減少に伴う
増加高 

 7,647 109,596

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．当期純損失  301,989

２．配当金  10,000

３．役員賞与  46,320

 ４．連結子会社との合併に
伴う減少高 

 105,865 464,174

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,195,072

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純損
失 

 △146,264

減価償却費  88,264

連結調整勘定償却額  566,442

賞与引当金の増減額  △39,220

退職給付引当金の増減
額 

 154,671

役員退職慰労引当金の
増減額 

 17,798

受取利息及び受取配当
金 

 △4,269

支払利息  84,823

減損損失  134,009

固定資産除却損  12,384

投資有価証券売却益  △82,700

売上債権の増減額  336,933

未収入金の増減額  △886,077

仕入債務の増減額  97,410

未払金の増減額  403,666

未払費用の増減額  △468,171

前受金の増減額  △76,369

前払費用の増減額  70,796

預り金の増減額  103,379

役員賞与の支払額  △46,320

その他  105,057

小計  426,245

利息及び配当金の受取
額 

 4,269

利息の支払額  △80,717

法人税等の支払額  △287,781

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 62,016

   
 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

定期預金の預入による
支出 

 △511,135

定期預金の払戻による
収入 

 554,185

連結範囲の変更を伴う
子会社株式売却による
支出 

※２  △20,095

子会社株式取得による
支出 

 △98,242

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △69,475

有形固定資産の売却に
よる収入 

 41,410

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △108,096

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △6,354

投資有価証券の売却に
よる収入 

 141,963

その他の収入  81,947

その他の支出  △89,474

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △83,366

   
 



   
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の純増減額  116,895

長期借入れによる収入  150,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △527,360

社債の償還による支出  △25,000

配当金の支払額  △10,000

少数株主への残余財産
の分配 

 △144,876

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △440,341

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

 △461,691

Ⅵ 現金及び現金同等物期首
残高 

 2,609,590

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 ※１ 2,147,899

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

  主要な連結子会社の名称 

㈱エマーズ 

㈱ヘッズジャパン 

㈱シーティーエス 

バロン警備保障㈱ 

 ㈱クリエイティブ及び㈱エキスパー

ト・トレードは、平成17年８月１日付

で当社に吸収合併されたため、当連結

会計年度においては、吸収合併直前の

損益計算書のみを連結しております。

 また、アルゴノート㈱については、

平成17年12月22日付けで全株式を譲渡

したため、損益計算書のみを連結して

おります。 

 なお、ニスコム・アクイジション㈱

は当連結会計年度において清算したた

め、清算時点までの損益計算書のみを

連結しております。 

  

 ２. 持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度は、連

結決算日と一致しております。 

 なお、㈱シーティーエスは当連結会計

年度より決算日を３月31日より12月31日

に変更し、バロン警備保障㈱は２月末日

より12月31日に変更しております。連結

財務諸表作成に当たっては、１月１日か

ら12月31日での仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

ａ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法 

 ｂ．たな卸資産 

 商品 

主として先入先出法による原価法

 原材料 

主として先入先出法による原価法

 仕掛品 

個別法に基づく原価法 

  
 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

ａ．有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   ３～38年 

機械装置及び運搬具 ２～６年 

 ｂ．無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

(3）重要な引当金の計上基準 ａ．貸倒引当金  

売掛債権、貸付金等の貸倒れに備え

るため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。  

 ｂ．賞与引当金  

従業員の賞与支給に備えるため、将

来の支給見込額のうち当期負担額を計

上しております。  

 ｃ．退職給付引当金  

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。  

 過去勤務債務については、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）による按分額を費

用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各期

の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（７年）によ

る按分額をそれぞれ発生の翌期より費

用処理しております。 

 ｄ．役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。  

(4）重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。  

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 ａ．ヘッジ会計の方法  

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。金利スワップについては、特例

処理の要件を満たすものについて

は、特例処理を採用しております。 

 ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象  

 ヘッジ手段 

 金利スワップ 

 ヘッジ対象 

 キャッシュ・フローが固定されそ

の変動が回避されるもの及び相場変

動等による損失の可能性があり、相

場変動等が評価に反映されていない

もの。 

 ｃ．ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクの低減並び

に金融収支改善のため、対象債務の範

囲内でヘッジを行っております。 

 ｄ．ヘッジ有効性評価の方法  

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計または相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変動の累計また

は相場変動を比較し、両者の変動額等

を基礎にしてヘッジ有効性を評価して

おります。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価は

省略しております。  

(6）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

ａ．消費税等の会計処理方法  

税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。  

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分または損失処理について、連結会計

年度中に確定した利益処分又は損失処理

に基づいて作成しております。 

  

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



追加情報 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(外形標準課税制度の導入に伴う影響）  

「地方税等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入さ

れたことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」(平成16年２月13日企業会計基準委員会

実務対応報告第12号)に従い、法人事業税の付加価値及び

資本割については、販売費及び一般管理費に計上してお

ります。  

 この結果、販売費及び一般管理費が49,078千円増加

し、営業利益及び、経常利益が同額減少し、税金等調整

前当期純損失が同額増加しております。 

  

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会平成15年10月31日企業会計適用指

針第６号））を適用しております。 

  これにより税金等調整前当期純損失は134,009千円増加

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表等規則に基づき、当該各資産の金額から直接控除し

ております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 担保に供している資産 

 預金 159,751千円 

 建物及び構築物 259,219  

 土地 240,921  

 投資有価証券 98,696  

 計 758,589  

 上記物件は、短期借入金440,150千円、一年以

内返済予定長期借入金95,660千円、長期借入金

83,040千円の担保に供しております。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式200,000株であ

ります。 

※３ 連結会計年度末日満期手形 

 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

 受取手形 22,289 千円 



（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

役員退職慰労引当金繰入額 31,659千円 

従業員給与  1,447,793  

賞与引当金繰入額  100,188  

退職給付費用  58,810  

貸倒引当金繰入額  26,730  

連結調整勘定償却額  566,442  

※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具  142千円  

土地  250  

 計 392  

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物  4,033千円 

機械装置及び運搬具  87  

工具器具備品  3,020  

ソフトウェア  5,243  

計  12,384  

※４ 減損損失  

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。 

 当社グループは事業の種類別セグメントを基礎に

グルーピングを行っております。なお事業の用に直

接供していない遊休資産については個別に取り扱っ

ております。 

 当連結会計年度において、帳簿価格に対し著しく

時価が下落している遊休建物及び土地について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（134,009千円）として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当該資産の回収可能価額は鑑定評価額を基

準にした正味売却価額に基づき評価しております。

場所 用途  種類 減損損失 

 島根県松江

市 

 遊休  建物 104,653千円 

   土地 29,356千円 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 

 至 平成17年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

  

  （平成17年12月31日現在)

現金及び預金勘定 2,542,806千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 
△394,907

 

現金及び現金同等物 2,147,899 

※２．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳  

 株式の売却によりアルゴノート株式会社が連結子会

社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債の内

訳並びにアルゴノート株式会社株式の売却価額と売却

による支出は次のとおりであります。 

  (千円) 

流動資産  65,629  

固定資産  28,821 

流動負債  △26,005 

固定負債  △50,000 

少数株主持分  △1,475 

その他 179 

株式の売却価額  17,148 

現金及び現金同等物  △37,244 

差引：売却による支出  △20,095 



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品  120,716 90,928 29,788

合計 120,716 90,928 29,788

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 22,964千円

１年超 8,370千円

合計 31,335千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 42,342千円

減価償却費相当額 39,664千円

支払利息相当額 1,704千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。  

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成17年12月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない主な有価証券の内容 

 種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 74,074 126,517 52,442 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 74,074 126,517 52,442 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 11,012 9,749 △1,262 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 11,012 9,749 △1,262 

合計 85,086 136,266 51,180 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

141,963 82,700 △208 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 8,172 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

(1）金利関連 

 (注）１．時価の算定方法 

 金利スワップ取引 … 金利スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

当連結会計年度 
（自 平成17年1月1日 
至 平成17年12月31日） 

(1）取引の内容 

 当社グループの利用しているデリバティブ取引は、

金利スワップであります。 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わな

い方針であります。 

(3）取引の利用目的 

 金利スワップ取引は、借入金の元本の範囲内で、

金利情勢に応じて、資金調達コストの軽減を目的と

して利用しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリス

クを有しております。 

 なお、当社グループのデリバティブ取引の契約先

は信用度の高い金融機関のみであり、相手方の契約

不履行によるリスクはほとんどないものと認識して

おります。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 金利関連のデリバティブ取引の契約に際しては、

担当役員並びに代表取締役の決済を受け、承認され

た取引内容及び限度額等に基づき、経理部にて実行

及びリスクの一元管理を行っております。 

(6）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項における想定元本は、

この金額自体がデリバティブ取引に係わる市場リス

ク量を表すものではありません。 

区分 種類 

当連結会計年度（平成17年12月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等の
うち１年超
（千円） 

時価 
（千円） 

評価損益 
（千円） 

市場取

引以外

の取引 

 金利スワップ 300,000 300,000 △3,365 2,583 

          

合計 300,000 300,000 △3,365 2,583 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。一部の子会社では、適格退職年金制

度及び退職一時金制度を併用しております。  

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

    
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
  
  

 （1） 退職給付債務（千円）  △1,653,023  

 （2） 年金資産（千円）  56,966  

 （3） 未積立退職給付債務(1)+(2)（千円）  △1,596,057  

 （4） 未認識数理計算上の差異（千円）  107,782  

 （5） 未認識過去勤務債務（千円）  18,574  

 （6） 退職給付引当金(3)+(4)+(5)（千円）  △1,469,700  

    
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
  
  

退職給付費用（千円）  236,960  

 （1） 勤務費用（千円）  101,774  

 （2） 利息費用（千円）  23,124  

 （3） 期待運用収益（千円）  △1,067  

 （4） 過去勤務債務の費用処理額  4,371  

 （5） 数理計算上の差異の費用処理額  108,758  

    
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 
  
  

 （1） 退職給付見込額の期間配分方法   期間定額基準   

 （2） 割引率（％） 2.0   

 （3） 期待運用収益率（％）  2.0   

 （4） 過去勤務債務の額の処理年数（年）  7 

 （5） 数理計算上の差異の処理年数（年）  7 

 （6） 会計基準変更時差異の処理年数   発生年度に全額を費用処理 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注）１.繰延税金資産の純額は、連結財務諸表の以下の項目に含まれております。 

  

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

重要な項目別の内訳については、税引前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

  
当連結会計年度 

（平成17年12月31日） 

 （繰延税金資産） （千円）

 賞与引当金損金算入限度超過額 131,385 

 退職給与引当金損金算入限度超過額 579,415 

 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 64,875 

繰越欠損金  171,104 

減損損失  54,528 

未実現利益調整額  53,810 

 その他 106,084 

   繰延税金資産小計 1,161,205 

 評価性引当額 △393,088 

繰延税金資産合計 768,117 

 （繰延税金負債）   

 有価証券評価差額金 20,933 

 繰延税金負債合計 20,933 

繰延税金資産の純額  747,183 

 流動資産－繰延税金資産 144,414千円 

 固定資産－繰延税金資産 602,769千円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、役務提供の形態別に区分しております。 

２．各事業区分の主要業務 

 ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は12,100千円であります。 

 ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、2,982,674千円であり、その主なものは、当

社での余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産及び繰延税金資産であります。 

 ５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  
ＩＴサービ
ス事業 
（千円） 

ビジネス 
サポート 
事業 
（千円） 

その他事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 11,988,532 17,427,853 1,392,148 30,808,535 ― 30,808,535 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
47,987 44,223 2,343 94,555 (94,555) ― 

計 12,036,520 17,472,077 1,394,492 30,903,090 (94,555) 30,808,535 

営業費用 11,568,293 17,700,557 1,417,436 30,686,287 (101,594) 30,584,693 

営業利益又は営業損失(△) 468,226 △228,479 △22,943 216,802 7,039 223,841 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失及

び資本的支出 
            

資産 4,130,498 3,985,907 875,274 8,991,679 2,936,746 11,928,426 

減価償却費 26,207 41,230 12,996 80,434 7,829 88,264 

減損損失  134,009 ― ― 134,009 ― 134,009 

資本的支出 10,206 7,671 7,821 25,698 151,873 177,571 

 事業区分 主要サービス 

 ＩＴサービス事業 システム開発、システム運用サポート 

 ビジネスサポート事業 人材派遣業務、人材紹介事業  

 
その他事業 印刷、広告宣伝制作 



【関連当事者との取引】 

該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 7,112.89円 

１株当たり当期純損失金額 1,714.94円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当連結会計年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純損失（千円） 301,989 

普通株主に帰属しない金額（千円） 41,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (41,000) 

普通株式に係る当期純損失（千円） 342,989 

期中平均株式数（株） 200,000 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注）１．「当期末残高」欄の( )内書は、１年内償還予定の金額であります。 

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率（％） 担保 償還期限 

株式会社エマーズ 第1回無担保社債 
平成16年3月

31日 
112,500 

87,500 

(25,000)
0.69 無担保 

平成21年3月

31日 

株式会社エマーズ 第2回無担保社債 
平成16年3月

31日 
112,500 

87,500 

(25,000)
0.69 無担保 

平成21年3月

31日 

合計 ― ― 225,000 
175,000 

(50,000)
― ― ― 

１年以内（千円） 
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

50,000 50,000 50,000 25,000 ― 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 5,172,355 5,289,250 1.463 ― 

１年以内返済予定長期借入金 515,740 181,660 1.811 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 213,820 120,540 1.533  平成19年～22年

その他の有利子負債 ― ― ―  ― 

合計 5,901,915 5,591,450 ― ― 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 72,000 19,920 19,920 8,700 



(2）【その他】 

 吸収合併により消滅したクリエイティブ株式会社の平成17年3月期連結会計年度に係る連結財務諸表は、以下

のとおりであります。 

（クリエイティブ株式会社）  

 連結財務諸表   

① 連結貸借対照表 
 

    
当連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金     799,552   

２．受取手形及び売掛金     1,806,769   

３．預け金     100,000   

４．たな卸資産     28,150   

５．繰延税金資産     79,084   

６．その他     102,829   

７．貸倒引当金     △2,848   

流動資産合計     2,913,537 69.2 

Ⅱ 固定資産         

１．有形固定資産         

(1）建物及び構築物 ※１  701,548     

減価償却累計額   396,693 304,855   

(2）機械装置及び運搬具   20,605     

減価償却累計額   17,606 2,998   

(3）工具器具備品   93,643     

減価償却累計額   53,889 39,753   

(4）土地 ※１    291,888   

有形固定資産合計     639,495 15.2 

２．無形固定資産         

(1）電話加入権     12,558   

(2）連結調整勘定     251,892   

(3）その他     17,676   

無形固定資産合計     282,128 6.7 

３．投資その他の資産         

(1）投資有価証券     112,887   

(2）繰延税金資産     139,055   

(3）その他     130,528   

(4）貸倒引当金     △9,520   

投資その他の資産合計     372,950 8.9 

固定資産合計     1,294,573 30.8 

資産合計     4,208,111 100.0 

   
 



  

    
当連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金     30,268   

２．短期借入金     58,000   

３．１年以内に返済予定の
長期借入金 

※１    19,740   

４．未払法人税等     14,553   

５．未払消費税等     71,973   

６．未払費用     815,141   

７．賞与引当金     140,540   

８．その他     143,513   

流動負債合計     1,293,730 30.8 

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金 ※１    21,385   

２．退職給付引当金     167,434   

３．役員退職慰労引当金     102,925   

固定負債合計     291,744 6.9 

負債合計     1,585,474 37.7 

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※２    677,300 16.1 

Ⅱ 資本剰余金     223,800 5.3 

Ⅲ 利益剰余金     1,679,118 39.9 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    42,864 1.0 

Ⅴ 自己株式  ※３   △446 △0.0 

資本合計     2,622,636 62.3 

負債及び資本合計     4,208,111 100.0 

   



② 連結損益計算書  

   
当連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  11,795,485 100.0 

Ⅱ 売上原価  9,985,734 84.7

売上総利益  1,809,751 15.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

１．広告宣伝費  140,590

２．貸倒引当金繰入額  5,933

３．役員報酬  67,280

４．給料手当  644,945

５．賞与  44,842

６．賞与引当金繰入額  59,425

７．退職給付引当金繰入額  55,863

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

 21,442

９．法定福利費  100,637

10．厚生費  8,310

11．賃借料  161,446

12．交際費  24,800

13．減価償却費  22,042

14．事業税  12,291

15．旅費交通費  30,681

16．通信費  36,684

17．連結調整勘定償却  16,792

18．その他  189,324 1,643,336 13.9

  営業利益  166,414 1.4

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  310

２．投資有価証券売却益  14,323

３．受取管理料  4,335

４．受取補償金  4,228

５．受取配当金  3,769

６．その他  11,024 37,991 0.3

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  1,649

２．租税公課  3,479

３．延滞金  2,078

４．その他  2,677 9,885 0.1

経常利益  194,520 1.6

 



   
当連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別損失  

１．投資有価証券評価損  10,000 10,000 0.1

税金等調整前当期純利
益 

 184,520 1.5

法人税、住民税及び事
業税 

 73,069

法人税等調整額  32,372 105,442 0.8

当期純利益  79,077 0.7

   



③ 連結剰余金計算書  

   
当連結会計年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  223,800

Ⅱ 資本剰余金期末残高  223,800

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,669,040

Ⅱ 利益剰余金増加高  

    当期純利益  79,077 79,077

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  57,000

２．役員賞与  12,000

  （うち監査役分）  (2,100) 69,000

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,679,118

   



 ④ 連結キャッシュ・フロー計算書  

   
当連結会計年度 

（自 平16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前当期純利
益 

 184,520

減価償却費  49,085

連結調整勘定償却額  16,792

貸倒引当金の減少額  △16,116

退職給付引当金の増加
額 

 29,767

役員退職慰労引当金の
増減額 

 △127

受取利息及び受取配当
金 

 △4,079

支払利息  1,649

投資有価証券売却益  △14,323

投資有価証券評価損  10,000

役員賞与の支払額  △12,000

売上債権の増減額  113,904

たな卸資産の増減額  3,181

仕入債務の増減額  △11,192

未払消費税等の減少額  △26,508

賞与引当金の減少額  △17,260

その他  △118,574

小計  188,718

利息及び配当金の受取
額 

 4,080

利息の支払額  △1,649

法人税等の支払額  △226,335

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △35,186

   
 



  

   
当連結会計年度 

（自 平16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 44,350

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △37,224

有形固定資産の売却に
よる収入 

 7,405

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △7,125

移転補償受入に伴う収
入 

 4,228

その他  1,762

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 13,397

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

短期借入金の返済によ
る支出 

 △48,000

長期借入金の返済によ
る支出 

 △21,385

自己株式の取得による
支出 

 △446

配当金の支払額  △57,000

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △126,831

Ⅳ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △148,620

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,048,172

Ⅵ 現金及び現金同等物期末
残高 

 899,552

   



 連結財務諸表作成のための基本となる重要事項  

項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

１．連結の範囲に関する事項  子会社はすべて連結しております。 

 当該連結子会社は、㈱シーティーエス

及びバロン警備保障㈱の２社でありま

す。 

 ２. 持分法の適用に関する事項   該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

 連結子会社のうちバロン警備保障㈱の

決算日は２月末日でありますが、連結財

務諸表の作成に当たっては同決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただ

し、同決算日から３月31日までの期間に

発生した重要な取引については連結上必

要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1）重要な資産の評価基準及び

評価方法 

ａ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 ｂ．たな卸資産 

 (a）商品・原材料 

 主として先入先出法による原価法

 (b）仕掛品 

    個別法による原価法 

  (2）重要な減価償却資産の減価

償却の方法 

 ａ．有形固定資産 

 定率法によっております。   

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ｂ．無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。 

 (3）重要な引当金の計上基準 ａ．貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

ｂ．賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち、当

連結会計期間負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
当連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

  ｃ．退職給付引当金 

  従業員（常用職員）の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

 会計基準変更時差異（1,155,233千

円）については、15年による按分額を

費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連

結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。 

ｄ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

 (4）重要なリース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

 (5）その他 ａ．消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

６．連結調整勘定の償却に関す

る事項 

 連結調整勘定の償却については、発生

日後20年間の均等償却を行っておりま

す。 

７．利益処分項目等の取扱いに

関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定した

利益処分に基づき作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 



表示方法の変更  

 当連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 

  至 平成17年3月31日）  

 前連結会計年度まで区分掲記していた「雇用開発助成

金」（当連結会計年度3,496千円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、当連結会計年度より、営

業外収益の「その他」に含めて表示しております。 

   

 前連結会計年度まで区分掲記していた「受取手数料」

（当連結会計年度1,892千円）は、営業外収益の総額の100

分の10以下となったため、当連結会計年度より、営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。 

   

 前連結会計年度まで区分掲記していた「固定資産除却

損」（当連結会計年度674千円）は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、当連結会計年度より、営業

外費用の「その他」に含めて表示しております。 

  

 前連結会計年度まで区分掲記していた「リース解約損」

（当連結会計年度573千円）は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、当連結会計年度より、営業外費用

の「その他」に含めて表示しております。 

 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当連結会計年度から「法人事業税における

外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実

務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資

本割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が12,291千円増加し、

営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が、同額

減少しております。 



  

 注記事項 

 （連結貸借対照表関係） 
 

当連結会計年度 
（平成17年3月31日） 

※１ 担保に供している資産 

 建物及び構築物 246,166千円 

 土地 228,100  

 計 474,266  

 上記物件について、１年以内に返済予定の長期

借入金19,740千円、長期借入金21,385千円の担保

に供しております。 

※２ 当社の発行済株式総数 普通株式 5,700,000株 

※３ 当社が保有する自己株式の保有数 

 普通株式 998株 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

当連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 

   至 平成17年3月31日） 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

  （平成17年3月31日現在)

現金及び預金勘定 799,552千円 

預け金勘定 100,000 

現金及び現金同等物 899,552 

    



（リース取引関係）  

当連結会計年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  機械装置及び

運搬具 

工具器具備品 合計 

取得価額相

当額 

27,043千円 121,298千円 148,341千円

減価償却累

計額相当額 

   7,436    85,704    93,141    

期末残高相

当額 

19,606    35,593    55,200     

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 35,057千円

１年超 22,072千円

計 57,129千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 52,031千円

減価償却費相当額 48,670千円

支払利息相当額 2,873千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

等差級数法によっております。 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。 



（有価証券関係） 

［当連結会計年度］ 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

     その他有価証券 

       非上場株式       8,074千円 

  

（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

種類 

当連結会計年度（平成17年3月31日） 

取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

(連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの） 
      

(1）株式 32,012 104,349 72,337 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 32,012 104,349 72,337 

(連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの） 
      

(1）株式 589 463 △126 

(2）債券 ― ― ― 

(3）その他 ― ― ― 

小計 589 463 △126 

合計 32,602 104,813 72,211 



（退職金給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場

合があります。 

 一部の連結子会社においては、中小企業退職金共済制度に加入しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
当連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

イ．退職給付債務（千円） △1,103,355 

ロ．年金資産（千円） △10,971 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）（千円） △1,114,326 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額（千円）  770,155 

ホ．未認識数理計算上の差異（千円） 176,737 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 

  （千円） 
△167,434 

ト．退職給付引当金（ヘ）（千円）  △167,434 

  
当連結会計年度 

（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

イ．勤務費用（千円） 50,808 

ロ．利息費用（千円） 31,241 

ハ．期待運用収益（千円） △1,619 

ニ．会計基準変更差異の費用処理額（千円） 77,015 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額（千円） 60,561 

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 

  （千円） 
218,008 

  
当連結会計年度 

（平成17年3月31日） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

ロ．割引率（％） 2.5 

ハ．期待運用収益率（％） 2.5 

ニ．数理計算上の差異の処理年数（年） 

  （発生時の平均残存勤務期間以内の一定の 

  年数による定額法により翌連結会計年度か 

  ら費用処理する。） 

5 

ホ．会計基準変更時差異の処理年数（年） 15 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                                        （単位：％） 

  
当連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） 

 繰延税金資産  （千円）

 退職給付引当金損金算入限度超過額 61,583 

 賞与引当金損金算入限度超過額 57,857 

 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額 42,357 

 前受金否認 35,286 

 ゴルフ会員権評価損否認 12,104 

 子会社評価差額 11,272 

 未払社会保険料否認 12,091 

 減損損失 4,856 

 未払事業税否認 2,594 

 その他 7,656 

繰延税金資産合計 247,656 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △29,347 

 その他 △169 

繰延税金負債合計 △29,516 

繰延税金資産（負債）の純額 218,139 

  
当連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） 

 法定実効税率 40.6 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6 

 住民税均等割額 2.4 

 損金不算入の投資有価証券評価額 2.2 

 子会社繰越欠損金 2.0 

 損金不算入の貸倒引当金 0.9 

 その他 4.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.1 



（セグメント情報） 

事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社グループの事業区分は、役務提供、商品販売の形態別に区分しております。 

２．事業区分の主要業務 

  

３．資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、提出会社での余資運用資金（現金及び預 

  金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

   当連結会計年度  1,201,456千円 

  

所在地別セグメント情報 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はあ

りません。 

  

海外売上高 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。  

  

  
人材関連 
（千円） 

印刷 
（千円） 

商品販売 
（千円） 

合計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 10,355,322 1,118,587 321,574 11,795,485 ― 11,795,485 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
― ― ― ― ― ― 

計 10,355,322 1,118,587 321,574 11,795,485 ― 1,795,485 

営業費用 10,275,508 1,037,310 315,868 11,628,687 383 11,629,070 

営業利益 79,814 81,277 5,706 166,798 (383) 166,414 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支

出 
            

資産 2,497,325 354,921 154,578 3,006,825 1,201,286 4,208,111 

減価償却費 35,307 12,701 1,077 49,085 ― 49,085 

資本的支出 25,450 18,898 ― 44,349 ― 44,349 

 事業区分 主要業務 

 人材関連事業 

人材派遣業務 
専門的・技術的職業、管理的職業、事務的職業、販売の職業の人材紹介 
キャリアサポート業務 
事務処理業務、データ入力業務、教育・研修業務等の請負 
交通警備業務、保安警備業務、寮管理業務の請負 
構造物の製造・修理作業の請負 

 印刷事業 
事務用紙、技術誌、カレンダー等の印刷、各種図面・見積書の複写、 
カタログ・ＰＲ映画・模型・看板の制作、展示会の設営業務、広告取次業務 

 商品販売事業 

  

日用品雑貨の販売、杜仲茶の販売

  



 （関係当事者との取引） 

当連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．日立造船株式会社は平成16年12月21日付で株式を全株ニスコム・アクイジション株式会社に売却したことに

より親会社に該当しなくなりました。よって、取引金額は平成16年12月31日までの金額、期末残高は同日残

高を記載しております。なお、ニスコム・アクイジション株式会社との取引等はありません。 

        ２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま 

      す。 

        ３．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

            (1）一般事務業務等の受託については、当社の見積金額に基づき、毎期交渉のうえ決定しております。 

      (2）人材派遣、印刷複写・広告宣伝の請負及び商品販売についての価格その他の取引条件は、当社への発 

        注量を考慮に入れ、定期的に協議のうえ決定しております。 

      (3）不動産賃借取引については、減価償却費、固定資産税、保険料等の実費相当額に基づき、毎期交渉の 

        うえ決定しております。 

  

  

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

属性 
会社名 
(所在地） 

資本金 
(千円) 

事業の内容 
議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
（千円）役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 

  

  

日立造船㈱

（大阪市住

之江区） 

25,305,738 

船舶・鉄

構・機械・

プラント・

環境装置等

の製造、販

売 

― 転籍５名 

人材派

遣、一般

事務業務

等の受

託、印刷

複写・広

告宣伝の

請負、商

品販売 

 人材派

遣、一般事

務業務等の

受託、印刷

複写・広告

宣伝の請

負、商品販

売 

1,350,308 

受取手形及

び売掛金他 
308,278

 前受金 93,660

 賃借料他 23,045  未払費用 335 

（１株当たり情報）  

当連結会計年度 
（自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日） 

１株当たり純資産額（円）          458円09銭 

１株当たり当期純利益（円）       11円77銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
当連結会計年度 

(自 平成16年4月1日 
至 平成17年3月31日) 

当期純利益（千円） 79,077 

普通株主に帰属しない金額（千円） 12,000 

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (12,000) 

普通株式に係る当期純利益（千円） 67,077 

期中平均株式数（株） 5,699 



   （重要な後発事項）  

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

１．連結財務諸表提出会社は株式交換により平成17 

  年４月１日をもって、ニスコム・アクイジション株

  式会社の完全子会社となりました。 

２．ニスコム・アクイジション株式会社は保有する連

  結財務諸表提出会社の株式すべてをニスコム株式会

  社へ譲渡したことにより、平成17年６月６日付でニ

  スコム・アクイジション株式会社は連結財務諸表提

  出会社の親会社でなくなり、連結財務諸表提出会社

  はニスコム株式会社の完全子会社となりました。 

３．連結財務諸表提出会社は平成17年６月10日開催の

  取締役会において、ニスコム株式会社、株式会社エ

  キスパート・トレードと合併することを決議し、同

  年６月13日付で合併契約を締結し、同年６月28日開

  催の定時株主総会において承認を受けました。 

   (1)合併の方法 

      ニスコム株式会社を存続会社とする吸収合併方

    式で、連結財務諸表提出会社と株式会社エキスパ

    ート・トレードは解散いたします。 

   (2)合併契約の内容 

      合併契約書の内容は以下に記します。 

  

               合併契約書（写） 

  ニスコム株式会社（以下「甲」という）と株式会社

クリエイティブ（以下「乙」という）、株式会社エキ

スパート・トレード（以下「丙」という）とは、合併

に関し次のとおり契約を締結する。 

 

（合併の方法） 

第１条 甲、乙および丙は合併して、甲は存続し、乙

        と丙は解散する。 

 

（合併期日） 

第２条 合併期日は平成17年８月１日とする。ただ 

        し、合併手続きの進行上必要があるときは、

        甲、乙、及び丙協議のうえこれを変更するこ

        とができる。 

 

（合併に際する新株式の発行） 

第３条 甲は、乙及び丙の発行済株式の全てを所有し

        ているので、合併による新株の発行は行わな

        い。 

 

（増加すべき資本金、資本準備金その他） 

第４条 甲は、乙及び丙の発行済株式の全てを所有し

        ており、合併による新株の発行は行わないた

        め、資本金の増加はないものとし、資本準備

        金その他も増加しないものとする。 

 



当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

 （合併承認総会） 

第５条 甲、乙及び丙は、平成17年６月28日にそれぞ

        れ株主総会を開催し、本合併契約書承認決議

        その他合併に必要な事項についての決議を求

        めるものとする。ただし、合併手続の進行状

        況を考慮して、必要に応じ甲乙丙協議のうえ

        この期日を変更することができる。 

 

（会社財産の承継） 

第６条  乙及び丙は、合併期日においてその資産、負

        債および権利義務の一切を甲に引き継ぎ、甲

        はこれを承継する。 

 

（会社財産の善管注意義務） 

第７条 甲、乙及び丙は、本合併契約締結後、合併期

        日に至るまでの間、善良なる管理者の注意を

        もって、その資産、負債を管理し、またその

        財産に重要な影響を及ぼすような行為をなす

    場合には、あらかじめ甲乙丙協議して合意の

    うえこれを実行するものとする。 

 （従業員の処遇） 

第８条 甲は、原則として、乙及び丙の従業員を合併

    期日において甲の従業員として引き続き雇用

    する。その細目については別に甲乙丙協議の

    うえこれを決定する。 

 

（従業員の退職金） 

第９条 本合併にかかる、乙及び丙の従業員の退職金

    等の取り扱いについては、別に甲乙丙協議の

    うえこれを決定する。 

 

（合併前に就任した甲の取締役および監査役の任期）

第10条 甲の取締役・監査役で合併期日前に就任した

    者の任期は、本合併がない場合に在任すべき

    時までとする。 

 

（合併により就任すべき取締役および監査役） 

第11条 合併に伴い新たに甲の取締役及び監査役にな

    るべき者は、次のとおりとする。ただし、就

    任すべき時期は合併の日とする。 

   １ 取締役 

     松尾 美彦 

   ２ 監査役 

     酒井  保 

  

 



当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

 （合併後引き続き就任する取締役および監査役） 

第12条 合併後引き続き就任する取締役および監査役

    は、次のとおりとする。 

   １ 取締役 

     尾上卓太郎、磯 裕章、関口明郎、真田朋

     昭、諸石優子、北山三人、井上文夫、串田

     実、坪井章子、廣田 進、辻 晴雄 

   ２ 監査役 

     矢作憲一 

 

（役員退職慰労金） 

第13条 甲は、乙及び丙の取締役または監査役のうち

    合併後引き続き甲の取締役または監査役に選

    任されないこととなる者に対し、乙および丙

    の株主総会の決議に基づいて退職慰労金を支

    給することに同意する。支給日は、別に甲乙

    丙協議のうえこれを決定する。 

 （合併契約の効力） 

第14条 本契約は、第５条に定める甲、乙及び丙の株

    主総会の承認が得られなかった場合、または

    関係官庁の承認を得られなかったときはその

    効力を失う。 

 

（合併条件の変更、合併契約の解除） 

第15条 本契約の日から合併期日に至る間において、

    天災地変その他の事由により、甲乙丙いずれ

    かの財産または経営状態に重大な変動を生じ

    たときは、甲乙丙相互に合併条件の変更、ま

    たは契約の解除を求めることができる。 

 

（本契約規定以外の事項） 

第16条 本契約に定めるもののほか、合併に関し必要

    な事項は本契約の趣旨に従って甲乙丙協議の

    うえこれを決定する。 

 



  

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

 上記契約の成立を証するため、各自記名捺印のうえ

本契約書１通を作成し、甲が保有する。乙及び丙は、

その写しを各１通保有するものとする。 

 

平成17年６月13日 

 

    （甲）東京都渋谷区渋谷一丁目15番21号 

       ニスコム株式会社 

       代表取締役社長  尾 上 卓太郎 

 

    （乙）大阪市西区江戸堀二丁目６番33号 

       株式会社クリエイティブ 

       代表取締役社長  廣 田   進 

 

    （丙）東京都千代田区丸の内一丁目８番１号

       株式会社エキスパート・トレード 

       代表取締役社長  坪 井 章 子 



  ⑤ 連結附属明細表 

  （社債明細表） 

   該当事項はありません。 

  

  （借入金等明細表） 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。 

  

  

その他 

  該当事項はありません。 

  

 区分 
前期末残高
（千円） 

当期末残高
（千円） 

平均利率
（％） 

返済期限 

 短期借入金 106,000 58,000 0.9 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 21,385 19,740 1.8 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定のもを除く。） 41,125 21,385 1.8 平成18～20年 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 168,510 99,125 ― ― 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内
（千円） 

４年超５年以内

 （千円） 

長期借入金 19,740 1,645 ― ― 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,824,058

２．受取手形 ※２  187,019

３．売掛金  3,287,843

４．商品  8,222

５．原材料   1,633

６．仕掛品   297,549

７．繰延税金資産  130,816

８．関係会社短期貸付金  30,000

９．未収入金   956,038

10．その他  60,695

貸倒引当金  △40,649

流動資産合計  6,743,227 66.8

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物  157,815

減価償却累計額  86,729 71,086

(2）機械及び装置  3,409

減価償却累計額  3,125 283

(3）車両運搬具  11,701

減価償却累計額  8,893 2,808

(4）工具器具備品  214,220

減価償却累計額  134,027 80,193

(5）土地  26,766

有形固定資産合計  181,137 1.8

２．無形固定資産  

(1）営業権  1,673,058

(2）ソフトウェア  55,292

(3）ソフトウェア仮勘定   73,262

(4）電話加入権   32,455

無形固定資産合計  1,834,069 18.2

 



   
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  6,445

(2）関係会社株式  503,864

(3）長期前払費用  454

(4）敷金保証金  298,234

(5）繰延税金資産  536,676

(6）その他  48,845

貸倒引当金  △4,024

投資損失引当金  △55,941

投資その他の資産合計  1,334,553 13.2

固定資産合計  3,349,760 33.2

資産合計  10,092,988 100.0 

   
 



  
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部） 

Ⅰ 流動負債 

１．買掛金 216,714

２．短期借入金 4,500,000

３．一年以内返済予定長期
借入金 

86,000

４．未払金 1,096,448

５．未払費用  352,967

６．未払法人税等 17,887

７．未払消費税等 274,246

８．預り金 276,775

９．賞与引当金 227,668

10．その他  23,542

流動負債合計 7,072,251 70.1

Ⅱ 固定負債 

１．長期借入金 37,500

２．退職給付引当金 1,221,917

３．役員退職慰労引当金 104,616

固定負債合計 1,364,033 13.5

負債合計 8,436,285 83.6

（資本の部） 

Ⅰ 資本金  ※１ 140,200 1.4

Ⅱ 資本剰余金 

１．資本準備金 97,848

資本剰余金合計 97,848 1.0

Ⅲ 利益剰余金 

１．利益準備金 35,050

２．任意積立金 

(1）別途積立金 1,065,000

３．当期未処分利益 318,913

利益剰余金合計 1,418,963 14.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

△308 △0.0

資本合計 1,656,702 16.4

負債・資本合計 10,092,988 100.0 

  



②【損益計算書】 

   
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  18,202,483 100.0 

Ⅱ 売上原価  15,074,997 82.8

売上総利益  3,127,486 17.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  3,171,205 17.4

営業損失  43,719 △0.2

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  16,721

２．受取配当金   59

３．受取手数料 ※４ 7,000

４．その他  2,803 26,584 0.1

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息  60,368

２．その他  7,062 67,430 0.4

経常損失  84,565 △0.5

Ⅵ 特別利益  

１．固定資産売却益 ※２  142

２．投資有価証券売却益  60 203 0.0

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※３  3,072

２．投資損失引当金繰入額  55,941 59,013 0.3

税引前当期純損失  143,375 △0.8

法人税、住民税及び事
業税 

 62,100

法人税等調整額  97,147 159,247 △0.9

当期純損失  302,623 △1.7

前期繰越利益  621,536

当期未処分利益  318,913

   



売上原価明細書 

（脚注） 

  
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   372,486 2.4 

Ⅱ 労務費   12,543,994 82.7 

Ⅲ 経費 ※２  2,260,615 14.9 

 当期総製造費用   15,177,096 100.0 

 期首仕掛品たな卸高   188,009   

 合計   15,365,105   

 期末仕掛品たな卸高   290,108   

 当期売上原価   15,074,997   

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 １．原価計算の方法 

 当社の原価計算は、個別原価計算による実際原価計

算であります。 

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

科目 金額（千円） 

外注費 1,864,722 

旅費交通費  157,832 

賃借料 68,685 

備品消耗品費 65,816 

 



③【利益処分計算書】 

   
当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（当期未処分利益の処分）  

Ⅰ 当期未処分利益  318,913

Ⅱ 利益処分額  

１．配当金  10,000

２．役員賞与金  40,000

 (うち監査役分)  (5,300) 50,000

Ⅲ 次期繰越利益  268,913

   



重要な会計方針 

項目 
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法に基づく原価法 

 (2）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

商品 

先入先出法による原価法 

  原材料 

先入先出法による原価法 

 仕掛品 

個別法に基づく原価法  

３．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

 建物      ３～38年 

 機械及び装置  ３～６年 

 車両運搬具   ２～４年 

 工具器具備品  ２～15年 

 (2）無形固定資産 

 ①営業権 

 ５年間の均等償却 

  ②ソフトウェア 

 自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法 

  
 



項目 
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売掛債権、貸付金等の貸倒れに備える

ため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち当期負担額を計上し

ております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（７年）による按分額を費用処理

しております。 

 数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（７年）による按分

額をそれぞれ発生の翌期より費用処理し

ております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 (5）投資損失引当金 

 関係会社等への投資により発生する損

失に備えるため、当該会社の実質価値の

低下の程度並びに将来の回復見込等を検

討してその所要額を計上しております。

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

 



項目 
当事業年度 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 特例処理を採用しております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ 

ヘッジ対象 

キャッシュ・フローが固定されその

変動が回避されるもの及び相場変動等

による損失の可能性があり、相場変動

等が評価に反映されていないもの 

 (3）ヘッジ方針 

当社は、借入金の金利変動リスクの低

減並びに金融収支改善のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法  

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計または相場変動を比較し、両者の

変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評

価しております。 

 ただし、特例処理によっている金利ス

ワップについては、有効性の評価は省略

しております。 

７．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

  



追加情報 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(外形標準課税制度の導入に伴う影響)  

 「地方税等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務

対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費に計上しておりま

す。 

 この結果、販売費及び一般管理費が34,100千円増加

し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が同額増

加しております。 

  

(固定資産の減損に係る会計基準)  

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号))を適用しております。 

 これによる損益への影響はありません。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

当事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数 

会社が発行する株式の総数  普通株式 300,000株

発行済株式総数 

  

 普通株式 

  

200,000

 

株

  

※２．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。 

 なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれており

ます。 

受取手形  11,667 千円 



（損益計算書関係） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は45％、一般

管理費に属する費用のおおよその割合は55％でありま

す。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 給与手当 

 賞与 

 賞与引当金繰入額 

 退職給付費用 

 採用費 

 広告宣伝費 

 賃借料 

 減価償却費 

 貸倒引当金繰入額 

 営業権償却費 

821,031

127,720

60,950

14,595

321,576

200,832

252,079

31,471

21,629

418,264

 千円 

※２．固定資産売却益は、車両運搬具142千円です。 

※３．固定資産除却損は、建物355千円、工具器具備品925

千円、車両運搬具18千円、ソフトウェア1,773千円で

あります。 

※４．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。  

経営指導料 7,000 千円 



（リース取引関係） 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品  111,805 84,389 27,416 

合計 111,805 84,389 27,416 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 21,086千円

１年超 7,733千円

合計 28,820千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 16,593千円

減価償却費相当額 15,543千円

支払利息相当額 542千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。  

(5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませんの

で、項目等の記載は省略しております。  



（有価証券関係） 

当事業年度（平成17年12月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注）１．繰延税金資産の純額は、財務諸表の以下の項目に含まれております。 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった重要な項目別の内訳については、税引前当期純損失が計上されているため、記載しておりません。 

  
当事業年度 

（平成17年12月31日） 

繰延税金資産 （千円）

 退職給付引当金損金算入限度超過額 478,593 

賞与引当金損金算入限度超過額 92,638 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  41,851 

投資損失引当金損金算入限度超過額  22,762 

減価償却費損金算入限度超過額 14,657 

未払事業税等 13,631 

未払事業所税 13,346 

ゴルフ会員権評価損 12,119 

その他  22,815 

繰延税金資産合計 712,414 

 評価性引当額 △44,922 

繰延税金資産の純額 667,492 

 流動資産－繰延税金資産 130,816千円 

 固定資産－繰延税金資産 536,676千円 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

当事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 8,083.51円 

１株当たり当期純損失金額 1,713.11円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失が計上されており、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
当事業年度 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日) 

当期純損失（千円） 302,623 

普通株主に帰属しない金額（千円） 40,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (40,000) 

普通株式に係る当期純損失（千円） 342,623 

期中平均株式数（株） 200,000 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省

略しております。 

  



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額には、株式会社クリエイティブと株式会社エキスパート・トレードとの合併による増加額が次の

とおり含まれております。 

２．営業権の増加額は、株式会社クリエイティブと株式会社エキスパート・トレードとの合併による増加額であ

り、内訳は次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 60,550 99,130 1,865 157,815 86,729 8,176 71,086 

機械及び装置 ― 3,409 ― 3,409 3,125 22 283 

車両運搬具  ― 12,061 360 11,701 8,893 568 2,808 

工具器具備品  127,159 99,920 12,859 214,220 134,027 19,301 80,193 

土地 ― 26,766 ― 26,766 ― ― 26,766 

有形固定資産計 187,709 241,287 15,084 413,913 232,775 28,069 181,137 

無形固定資産               

営業権 ― 2,091,322 ― 2,091,322 418,264 418,264 1,673,058 

ソフトウェア  39,917 44,411 6,732 77,596 22,304 11,270 55,292 

ソフトウェア仮勘定  ― 73,262 ― 73,262 ― ― 73,262 

電話加入権  18,910 13,545 ― 32,455 ― ― 32,455 

無形固定資産計 58,827 2,222,542 6,732 2,274,638 440,568 429,535 1,834,069 

長期前払費用 ― 686 ― 686 232 75 454 

繰延資産  ― ― ― ― ― ― ― 

 繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 

 建物 80,065 千円 

 機械及び装置 3,409 千円 

 車両運搬具 11,185 千円 

 工具器具備品 65,339 千円 

 土地 26,766 千円 

 ソフトウェア 14,334 千円 

 電話加入権 13,545 千円 

 長期前払費用 686 千円 

株式会社クリエイティブ 1,948,801 千円 

株式会社エキスパート・トレード  142,521 千円 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 140,200 ― ― 140,200 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (200,000) ― ― (200,000) 

普通株式 （千円） 140,200 ― ― 140,200 

計 （株） (200,000) ― ― (200,000) 

計 （千円） 140,200 ― ― 140,200 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金） （千円） 97,848 ― ― 97,848 

計 （千円） 97,848 ― ― 97,848 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 35,050 ― ― 35,050 

（任意積立金）           

別途積立金（注）1 （千円） 965,000 100,000 ― 1,065,000 

計 （千円） 1,000,050 100,000 ― 1,100,050 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 10,750 44,674 ― 10,750 44,674 

賞与引当金 223,202 277,668 273,202 ― 227,668 

役員退職慰労引当金  60,825 53,110 9,319 ― 104,616 

投資損失引当金  28,630 55,941 28,630 ― 55,941 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

イ 現金及び預金 

ロ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

内訳 金額（千円） 

現金 3,298 

預金   

普通預金 1,815,158 

定期預金 5,601 

小計 1,820,759 

合計 1,824,058 

相手先 金額（千円） 

日立造船㈱ 44,280 

㈱エイチアンドエフ  27,641 

日立造船ディーゼルアンドエンジニアリング㈱  22,063 

㈱アイメックス  19,344 

千代田工業㈱  16,861 

その他 56,827 

合計 187,019 

期日別 金額（千円） 

平成18年１月 39,661 

２月 47,385 

３月 31,616 

４月 44,113 

５月 24,241 

合計 187,019 



ハ 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）１．当期発生高には消費税等が含まれております。 

 ２．前期繰越高には、株式会社クリエイティブと株式会社エキスパート・トレードとの合併による引継額

1,334,287千円を含んでおります。 

ニ 商品 

ホ 原材料 

ヘ 仕掛品 

相手先 金額（千円） 

富士通㈱ 403,482 

日立造船㈱  321,121 

日本アイ・ビー・エム㈱  226,492 

三菱スペース・ソフトウェア㈱  101,745 

デル㈱  79,467 

その他 2,155,534 

合計 3,287,843 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,190,583 20,446,460 19,349,200 3,287,843 85.5 48.9 

品目 金額（千円） 

日用品雑貨 8,222 

合計 8,222 

品目 金額（千円） 

印刷複写用品類（用紙類、インク類他） 1,633 

合計 1,633 

品目 金額（千円） 

システム開発 165,993 

システムサポート  47,614 

ビジネスサポートサービス  76,499 

印刷物  7,440 

合計 297,549 



ト 未収入金 

② 負債の部 

イ 買掛金 

ロ 短期借入金 

 (注）㈱ＵＦＪ銀行は、平成18年１月１日付をもって㈱東京三菱銀行と合併し㈱三菱東京ＵＦＪ銀行となりました。 

相手先 金額（千円） 

三菱スペースソフトウェア㈱ 896,700 

未収還付法人税等  49,439 

グローバルエーインフォメーション㈱  8,820 

その他  1,078 

合計 956,038 

相手先 金額（千円） 

㈱プラットイン 19,279 

㈱情報数理研究所  11,157 

㈲テクノサーブ  8,978 

ケン・システムコンサルティング㈱  7,665 

㈱ツリーベル  7,661 

その他 161,972 

合計 216,714 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 3,176,000 

㈱あおぞら銀行  937,000 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 80,000 

住友信託銀行㈱  80,000 

㈱三井住友銀行 80,000 

㈱ＵＦＪ銀行 80,000 

㈱東京スター銀行  67,000 

合計 4,500,000 



ハ 未払金 

  

相手先 金額（千円） 

未払給与  784,504 

㈱ＴＯＭＯＥ 82,755 

未払事業所税  32,800 

㈱リクルート  19,227 

富士通㈱  15,065 

その他  162,095 

合計 1,096,448 



(3）【その他】 

 吸収合併により消滅したクリエイティブ株式会社の平成17年3月期会計年度に係る財務諸表は、以下のとおりで

あります。 

（クリエイティブ株式会社） 

 財務諸表  

① 貸借対照表 
 

   
当事業年度 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  719,555

２．受取手形  ※３ 158,045

３．売掛金  ※３ 1,286,966

４．預け金  100,000

５．商品  8,780

６．原材料  1,783

７．仕掛品   9,847

８．前払費用  11,760

９．繰延税金資産  55,020

10．関係会社短期貸付金  210,000

11．立替金  63,715

12．その他 ※３  3,873

13．貸倒引当金  △3,265

流動資産合計  2,626,082 70.0

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物  85,937

減価償却累計額  49,272 36,664

(2）機械装置  3,523

減価償却累計額  3,186 336

(3）車両運搬具  10,701

減価償却累計額  8,582 2,119

(4）工具器具備品  66,493

減価償却累計額  29,664 36,829

(5）土地  26,766

有形固定資産合計  102,716 2.7

２．無形固定資産  

(1）電話加入権  11,143

(2）ソフトウェア  14,130

無形固定資産合計  25,274 0.7

 



   
当事業年度 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産  

(1）投資有価証券  105,387

(2）関係会社株式  681,300

(3）破産更生債権等  9,520

(4）長期前払費用  878

(5）敷金  ※３ 76,107

(6）会員権  19,009

(7）保険積立金  5,673

(8）繰延税金資産  106,616

(9）その他  4,084

(10）貸倒引当金  △9,520

投資その他の資産合計  999,056 26.6

固定資産合計  1,127,047 30.0

資産合計  3,753,129 100.0 

   
 



   
当事業年度 

（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．買掛金  30,268

２．未払法人税等  13,917

３．未払消費税等  55,602

４．未払費用  712,022

５．前受金 ※３  86,827

６．預り金  49,772

７．賞与引当金  86,000

８．その他  600

流動負債合計  1,035,010 27.6

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当金  167,434

２．役員退職慰労引当金  64,100

固定負債合計  231,534 6.2

負債合計  1,266,544 33.8

（資本の部）  

Ⅰ 資本金 ※１ 677,300 18.0

Ⅱ 資本剰余金  

１．資本準備金  223,800

資本剰余金合計  223,800 6.0

Ⅲ 利益剰余金  

１．利益準備金  72,375

２．任意積立金  

   別途積立金  700,000

３．当期未処分利益  770,691

利益剰余金合計  1,543,066 41.1

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 42,864 1.1

Ⅴ 自己株式 ※２  △446
△0.0

 

資本合計  2,486,584 66.2

負債・資本合計  3,753,129 100.0 

   



 ② 損益計算書  

  
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１    

１．人材関連事業売上高 8,524,472

２．印刷事業売上高 1,118,587

３．商品売上高 322,483 9,965,543 100.0

Ⅱ 売上原価 

１．人材関連事業売上原価 7,268,773

２．印刷事業売上原価 846,638

３．商品売上原価 299,058 8,414,471 84.4

売上総利益 1,551,071 15.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

１．広告宣伝費 135,682

２．貸倒引当金繰入額 5,968

３．役員報酬 47,043

４．給与手当 545,929

５．賞与 38,699

６．賞与引当金繰入額 52,384

７．退職給付引当金繰入額 55,649

８．役員退職慰労引当金繰
入額 

17,900

９．法定福利費 85,865

10．厚生費 5,464

11．賃借料 125,399

12．交際費 15,998

13．減価償却費 15,197

14．事業税 12,291

15．旅費交通費 26,453

16．通信費 31,949

17．その他 155,659 1,373,536 13.8

営業利益 177,534 1.8

Ⅳ 営業外収益 

１．受取利息 2,918

２．投資有価証券売却益 14,323

３．受取補償金 4,228

４．受取配当金 3,769

５．その他 4,251 29,491 0.3

 



  

   
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用  

１．租税公課  3,479

２．延滞金  2,078

３．その他  1,233 6,791 0.1

経常利益  200,234 2.0

Ⅵ 特別損失  

１．投資有価証券評価損  10,000 10,000 0.1

  税引前当期純利益  190,234 1.9

  法人税、住民税及び事
業税 

 71,683

  法人税等調整額  22,818 94,501 0.9

  当期純利益  95,733 1.0

  前期繰越利益  674,958

  当期未処分利益  770,691

   



（注）当社の生産形態は多種多様な個々の注文による作業の集積で、生産期間も短いため、制度としての原価計算を 

   採用しておりません。仕掛品となるのは外注品のみで、期末仕掛品たな卸高を個別に外注費で評価しております。

  

  

 1)人材関連事業売上原価明細書  

  
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費   6,532,954 89.9 

Ⅱ 業務委託費   525,262 7.2 

Ⅲ 経費   210,556 2.9 

人材関連事業売上原価   7,268,773 100.0 

 2)印刷事業売上原価明細書  

  
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
  

Ⅰ 材料費   40,696 4.8 

Ⅱ 外注費   364,178 43.0 

Ⅲ 労務費   256,404 30.3 

Ⅳ 経費   184,956 21.9 

 当期総製造費用   846,235 100.0 

 期首仕掛品たな卸高   10,251   

 合計   856,486   

 期末仕掛品たな卸高   9,847   

 印刷事業売上原価   846,638   

 3)商品売上原価明細書  

  
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

１．期首商品たな卸高   10,298 

２．当期商品仕入高   297,540 

 合計   307,839 

３．期末商品たな卸高   8,780 

 商品売上原価   299,058 



  

 ③ 利益処分計算書  

   
当事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年6月28日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  770,691

Ⅱ 利益処分額  

１．役員賞与金  12,000

   （うち監査役分）  (2,000) 12,000

Ⅲ 次期繰越利益  758,691

   

重要な会計方針  

項目 
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1）子会社株式 

 移動平均法による原価法 

 (2) その他有価証券 

 時価のあるもの 

       決算日の市場価格等に基づく時価法

   （評価差額は全部資本直入法により処理

     し、売却原価は移動平均法により算定

     しております。） 

時価のないもの  

       移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

 (1)商品 

   先入先出法による原価法 

   (2)原材料 

 先入先出法による原価法 

  (3)仕掛品 

 個別法による原価法 

３．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 (2）無形固定資産 

   自社利用のソフトウェアについては、

  社内における利用可能期間（５年）に基

  づく定額法を採用しております。 

 



項目 
当事業年度 

（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた 

  め、一般債権については貸倒実績率によ

  り、貸倒懸念債権等特定の債権について

  は個別に回収可能性を検討し、回収不能

  見込額を計上しております。 

 (2）賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に

  充てるため、支給見込額のうち、当期負

  担額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

   従業員（常用職員）の退職給付に備え

  るため、当期末における退職給付債務及

  び年金資産の見込額に基づき計上してお

  ります。 

    会計基準変更時差異（1,155,233千 

  円）については、15年による按分額を費

  用処理しております。 

    数理計算上の差異については、各期の

  発生時における従業員の平均残存勤務期

  間以内の一定の年数（５年）による定額

  法により按分した額をそれぞれ発生の翌

  期から費用処理しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支払に充てるた 

   め、内規に基づく期末要支給額を計上し

   ております。 

  

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

６．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理方法 

    税抜方式によっております。 

  



 表示方法の変更  

当事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

 （貸借対照表） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「立替金」は、当期において、資産の総額の100分

の１を超えたため区分掲記しました。なお、前期末の

「立替金」は10,471千円であります。 

 （損益計算書） 

 前期まで区分掲記していた「受取手数料」（当期1,892

千円）は、営業外収益の総額の100分の10以下となったた

め、当期より、営業外収益の「その他」に含めて表示して

おります。 

   

 前期まで区分掲記していた「固定資産除却損」（当期

654千円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となった

ため、当期より、営業外費用の「その他」に含めて表示し

ております。 

  

 前期まで区分掲記していた「リース解約損」（当期573

千円）は、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、当期より、営業外費用の「その他」に含めて表示して

おります。 

 

 追加情報  

当事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律第

９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割

については、販売費及び一般管理費に計上しております。

 この結果、販売費及び一般管理費が12,291千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少し

ております。 

 



 注記事項 

（貸借対照表関係） 
 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１．授権株式数         普通株式    19,600,000株 

    発行済株式総数   普通株式    5,700,000株 

 ※２ 自己株式の保有数  普通株式       998株 

 ※３ 関係会社に係る注記 

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係

     会社に対するものは、次のとおりであります。 

       売掛金                             9,635千円 

         受取手形                           8,160千円 

         その他の資産                       1,308千円 

 ４．配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する、資産に時価を 

  付したことにより増加した純資産額は、42,864千円であり

   ます。 



  

（有価証券関係） 

当事業年度（平成17年３月31日現在）  

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

 （リース取引関係）  

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
  

工具器具備品 

取得価額相当額   121,298千円  

減価償却累計額相当額      85,704 

期末残高相当額     35,593 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 27,029千円

１年超 10,117千円

計 37,146千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 44,062千円

減価償却費相当額 41,234千円

支払利息相当額 1,964千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

等差級数法によっております。 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、項

目等の記載は省略しております。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                            （単位：千円）    

     ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                                                  (単位：％） 

  
当事業年度 

（平成17年3月31日現在） 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金算入限度超過額  61,583 

前受金否認 35,286 

賞与引当金損金算入限度超過額 34,950 

役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  26,050 

ゴルフ会員権評価損否認 12,104 

未払社会保険料否認 12,091 

未払事業税否認 3,942 

その他  4,977 

繰延税金資産合計 190,983 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △29,347 

繰延税金負債合計 △29,347 

繰延税金資産（負債）の純額 161,636 

  
当事業年度 

（平成17年3月31日現在） 

法定実効税率 40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金に加算されない項目 3.3 

損金不算入の投資有価証券評価損 2.1 

住民税均等割額 1.6 

損金不算入の貸倒引当金 0.9 

その他  1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.7 



 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （１株当たり情報）  

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 434円21銭 

１株当たり当期純利益 14円69銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
当事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当期純利益（千円） 95,733 

普通株主に帰属しない金額（千円） 12,000 

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) (12,000) 

普通株式に係る当期純利益 83,733 

期中平均株式数（千株） 5,699 



（重要な後発事象） 

当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

１．当社は株式交換により平成17年４月１日をもっ 

   て、ニスコム・アクイジション株式会社の完全子 

   会社となりました。 

２．ニスコム・アクイジション株式会社は保有する当

   社の株式すべてをニスコム株式会社へ譲渡したこ 

   とにより、平成17年６月６日付でニスコム・アク 

   イジション株式会社は当社の親会社でなくなり、 

   当社はニスコム株式会社の完全子会社となりまし 

   た。 

３．当社は平成17年６月10日開催の取締役会におい 

   て、ニスコム株式会社、株式会社エキスパート・ 

   トレードと合併することを決議し、同年６月13日 

   付で合併契約を締結し、同年６月28日開催の定時 

   株主総会において承認を受けました。 

   (1)合併の方法 

      ニスコム株式会社を存続会社とする吸収合併方

    式で、当社と株式会社エキスパート・トレードは

    解散いたします。 

   (2)合併契約の内容 

      合併契約書の内容は以下に記します。 

  

               合併契約書（写） 

  ニスコム株式会社（以下「甲」という）と株式会社

クリエイティブ（以下「乙」という）、株式会社エキ

スパート・トレード（以下「丙」という）とは、合併

に関し次のとおり契約を締結する。 

 

（合併の方法） 

第１条 甲、乙および丙は合併して、甲は存続し、乙

        と丙は解散する。 

 

（合併期日） 

第２条 合併期日は平成17年８月１日とする。ただ 

        し、合併手続きの進行上必要があるときは、

        甲、乙、及び丙協議のうえこれを変更するこ

        とができる。 

 

（合併に際する新株式の発行） 

第３条 甲は、乙及び丙の発行済株式の全てを所有し

        ているので、合併による新株の発行は行わな

        い。 

 

（増加すべき資本金、資本準備金その他） 

第４条 甲は、乙及び丙の発行済株式の全てを所有し

        ており、合併による新株の発行は行わないた

        め、資本金の増加はないものとし、資本準備

        金その他も増加しないものとする。 

 



当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

（合併承認総会） 

第５条 甲、乙及び丙は、平成17年６月28日にそれぞ

        れ株主総会を開催し、本合併契約書承認決議

        その他合併に必要な事項についての決議を求

        めるものとする。ただし、合併手続の進行状

        況を考慮して、必要に応じ甲乙丙協議のうえ

        この期日を変更することができる。 

 

（会社財産の承継） 

第６条 乙及び丙は、合併期日においてその資産、負 

       債および権利義務の一切を甲に引き継ぎ、甲 

       はこれを承継する。 

 

（会社財産の善管注意義務） 

第７条 甲、乙及び丙は、本合併契約締結後、合併期

        日に至るまでの間、善良なる管理者の注意を

        もって、その資産、負債を管理し、またその

        財産に重要な影響を及ぼすような行為をなす

        場合には、あらかじめ甲乙丙協議して合意の

        うえこれを実行するものとする。 

 （従業員の処遇） 

第８条 甲は、原則として、乙及び丙の従業員を合併

        期日において甲の従業員として引き続き雇用

        する。その細目については別に甲乙丙協議の

        うえこれを決定する。 

 

（従業員の退職金） 

第９条 本合併にかかる、乙及び丙の従業員の退職金

        等の取り扱いについては、別に甲乙丙協議の

        うえこれを決定する。 

 

（合併前に就任した甲の取締役および監査役の任期）

第10条 甲の取締役・監査役で合併期日前に就任した

        者の任期は、本合併がない場合に在任すべき

        時までとする。 

 

（合併により就任すべき取締役および監査役） 

第11条 合併に伴い新たに甲の取締役及び監査役にな

        るべき者は、次のとおりとする。ただし、就

        任すべき時期は合併の日とする。 

    １ 取締役 

        松尾 美彦 

    ２ 監査役 

        酒井  保 

 



当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

 （合併後引き続き就任する取締役および監査役） 

第12条 合併後引き続き就任する取締役および監査役

        は、次のとおりとする。 

     １ 取締役 

         尾上卓太郎、磯 裕章、関口明郎、真田朋 

         昭、諸石優子、北山三人、井上文夫、串田 

        実、坪井章子、廣田 進、辻 晴雄 

      ２ 監査役 

          矢作憲一 

 

（役員退職慰労金） 

第13条 甲は、乙及び丙の取締役または監査役のうち

        合併後引き続き甲の取締役または監査役に選

        任されないこととなる者に対し、乙および丙

        の株主総会の決議に基づいて退職慰労金を支

        給することに同意する。支給日は、別に甲乙

        丙協議のうえこれを決定する。 

 （合併契約の効力） 

第14条 本契約は、第５条に定める甲、乙及び丙の株

        主総会の承認が得られなかった場合、または

        関係官庁の承認を得られなかったときはその

        効力を失う。 

 

（合併条件の変更、合併契約の解除） 

第15条 本契約の日から合併期日に至る間において、

        天災地変その他の事由により、甲乙丙いずれ

        かの財産または経営状態に重大な変動を生じ

        たときは、甲乙丙相互に合併条件の変更、ま

        たは契約の解除を求めることができる。 

 

（本契約規定以外の事項） 

第16条 本契約に定めるもののほか、合併に関し必要

        な事項は本契約の趣旨に従って甲乙丙協議の

        うえこれを決定する。 

 



当事業年度 
(自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日) 

  上記契約の成立を証するため、各自記名捺印のうえ

本契約書１通を作成し、甲が保有する。乙及び丙は、

その写しを各１通保有するものとする。 

 

平成17年６月13日 

 

    （甲）東京都渋谷区渋谷一丁目15番21号 

          ニスコム株式会社 

          代表取締役社長  尾 上 卓太郎 

 

    （乙）大阪市西区江戸堀二丁目６番33号 

          株式会社クリエイティブ 

          代表取締役社長  廣 田   進 

 

     （丙）東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 

           株式会社エキスパート・トレード 

           代表取締役社長  坪 井 章 子 



  

 （注）長期前払費用の（ ）内の金額は内数で、期間配分に係るものであり、減価償却と性格が異なるため、償却累計

額、当期償却額の算定には含めておりません。 

  

④ 附属明細表  

    有価証券明細表 

  株式 

 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照計上額
（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 

 高松建設㈱  19,500 89,505 

 内海造船㈱  30,000 7,890 

 ㈱損保ジャパン  4,123 4,613 

その他（４銘柄）  1,902 3,378 

計  55,525 105,387 

有形固定資産等明細表  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 76,649 12,990 3,702 85,937 49,272 6,712 36,664 

機械装置 3,273 250 ― 3,523 3,186 76 336 

車両運搬具  9,822 1,814 935 10,701 8,582 1,192 2,119 

工具器具備品  47,139 21,289 1,935 66,493 29,664 14,301 36,829 

土地 26,766 ― ― 26,766 ― ― 26,766 

有形固定資産計 163,650 36,344 6,572 193,422 90,706 22,284 102,716 

無形固定資産               

電話加入権  11,143 ― ― 11,143 ― ― 11,143 

ソフトウェア  19,633 5,425 875 24,183 10,053 4,467 14,130 

その他 5,398 ― 5,398 ― ― ― ― 

無形固定資産計 36,175 5,425 6,273 35,327 10,053 4,467 25,274 

長期前払費用 
1,399 

(137) 

686 

(336) 

1,046 

(200) 

1,039 

(273) 
161 94 

878 

(273) 

繰延資産               

     ― ― ― ― ― ― ― ― 

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ― 



 （注）当期末における自己株式数は、998株であります。 

  

  

 資本金等明細表  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 677,300 ― ― 677,300 

資本金のうち既発

行株式 

普通株式 （株） (5,700,000) ― ― (5,700,000) 

普通株式 （千円） 677,300 ― ― 677,300 

計  （株） (5,700,000) ― ― (5,700,000) 

計  （千円） 677,300 ― ― 677,300 

資本準備金及びそ

の他資本剰余金 

（資本準備金） 

株式払込剰余金 

  

（千円） 
223,800 ― ― 223,800 

計  （千円） 223,800 ― ― 223,800 

利益準備金及び任

意積立金 

（利益準備金） （千円） 72,375 ― ― 72,375 

（任意積立金）           

別途積立金 （千円） 700,000 ― ― 700,000 

計  （千円） 772,375 ― ― 772,375 

 引当金明細表  

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用）
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 28,868 5,968 22,050 ― 12,786 

賞与引当金 103,200 86,000 103,200 ― 86,000 

役員退職慰労引当金  46,200 17,900 ― ― 64,100 



(２) 主要な資産及び負債の内容 

① 現金及び預金 

  

② 受取手形 

  相手先別内訳 

   期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 1,695 

預金の種類   

普通預金 717,260 

別段預金 600 

小計 717,860 

合計 719,555 

相手先 金額（千円） 

日立造船㈱ 37,655 

日立造船ディーゼルアンドエンジニアリング㈱  20,252 

㈱アイメックス 14,384 

㈱エイチアンドエフ  13,015 

内海造船㈱ 11,416 

その他 61,321 

合計 158,045 

期日 金額（千円） 

平成17年４月 23,677 

５月 40,910 

６月 46,025 

７月 35,041 

８月 9,891 

９月 2,500 

合計 158,045 



③ 売掛金 

  相手先別内訳 

  売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の当期発生高には消費税等が含まれております。

④ たな卸資産 

          商品 

   原材料 

   仕掛品 

相手先 金額（千円） 

日立造船㈱  257,800 

ユニバーサル造船㈱ 110,715 

富士電機システムズ㈱  70,444 

日立造船ディーゼルアンドエンジニアリング㈱ 41,333 

㈱テクノサーブ 21,531 

その他 785,140 

合計 1,286,966 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

1,358,214 10,458,205 10,529,454 1,286,966 89.1 46.2 

品目 金額（千円） 

日用品雑貨 8,780 

合計 8,780 

品目 金額（千円） 

印刷複写用品類（用紙類、インク類他） 1,783 

合計 1,783 

品目 金額（千円） 

印刷物  9,847 

合計 9,847 



⑤ 関係会社短期貸付金 

 ⑥ 関係会社株式 

     ⑦ 買掛金 

       相手先別内訳 

     ⑧ 未払費用 

その他 

  該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円） 

バロン警備保障㈱ 210,000 

合計 210,000 

銘柄 金額（千円） 

バロン警備保障㈱ 631,300 

㈱シーティーエス 50,000 

合計 681,300 

相手先 金額（千円） 

広島ゼロックス㈱ 6,862 

ビズネット㈱ 4,711 

㈱日本トリム 2,357 

（有）二神愛国堂 2,042 

ダイヤミック㈱ 1,567 

㈱舞鶴牧場 1,458 

その他  11,267 

合計 30,268 

区分 金額（千円） 

未払給料 474,332 

未払外注費 108,410 

未払社会保険料 65,212 

未払事業所税 14,344 

未払広告宣伝費 13,676 

その他  36,046 

合計 712,022 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

決算期  12月31日 

定時株主総会  3月中 

基準日  12月31日 

株券の種類  1株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券 

中間配当基準日  なし 

１単元の株式数  100株 

株式の名義書換え 
当社の株式譲渡については、あらかじめ当社の定める書式による承認請求書を

提出して、取締役会の承認を必要とする  

取扱場所  東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

代理人  みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料  なし 

新券交付手数料  １枚につき５０円に印紙税を加算した額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所  東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

代理人  みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

 みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料   

公告掲載新聞名 官報 

株主に対する特典 該当事項はありません  



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 該当事項はありません。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

 平成17年6月28日 

株式会社 クリエイティブ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 日根野谷 正人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 奥井 康夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリエイティブの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社クリエイティブ及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 1.重要な後発事象に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社は株式交換により平成17年４月１日にニスコ 

  ム・アクイジション株式会社の完全子会社となった。 

  2.重要な後発事象に記載されているとおり、ニスコム・アクイジション株式会社は保有する連結財務諸表提出会 

    社の株式すべてをニスコム株式会社へ譲渡したことにより、平成17年６月６日付でニスコム・アクイジション 

    株式会社は連結財務諸表提出会社の親会社でなくなり、連結財務諸表提出会社はニスコム株式会社の完全子会 

    社となった。 

  3.重要な後発事象に記載されているとおり、連結財務諸表提出会社は平成17年６月10日開催の取締役会におい 

    て、ニスコム株式会社、株式会社エキスパート・トレードと合併することを決議し、同年６月13日付で合併契 

    約を締結し、同年６月28日開催の定時株主総会において承認を受けた。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 平成18年3月30日 

ニスコム株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員  
 公認会計士 潮来 克士  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 多和田 英俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニスコ

ム株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニスコ

ム株式会社及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により連結財務諸表を作成している。 

  

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 平成17年6月28日 

株式会社 クリエイティブ  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 日根野谷 正人  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 奥井 康夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社クリエイティブの平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

クリエイティブの平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

  1.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は株式交換により平成17年４月１日にニスコム・アクイジショ 

    ン株式会社の完全子会社となった。 

  2.重要な後発事象に記載されているとおり、ニスコム・アクイジション株式会社は保有する会社の株式すべてを 

    ニスコム株式会社へ譲渡したことにより、平成17年６月６日付でニスコム・アクイジション株式会社は会社の 

    親会社でなくなり、会社はニスコム株式会社の完全子会社となった。 

  3.重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成17年６月10日開催の取締役会において、ニスコム株式会 

    社、株式会社エキスパート・トレードと合併することを決議し、同年６月13日付で合併契約を締結し、同年 

    ６月28日開催の定時株主総会において承認を受けた。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

 平成18年3月30日 

ニスコム株式会社  

 取締役会 御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員  

業務執行社員 
 公認会計士 潮来 克士  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 多和田 英俊  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているニスコ

ム株式会社の平成17年1月1日から平成17年12月31日までの第35期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ニスコム株

式会社の平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により財務諸表を作成している。 

  

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管しております。 
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